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   午前10時00分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  おはようございます。

これより本日の会議を開きます。 

 これより本日の議事日程に入ります。 

────────────────── 

   日程第１ 一般質問   

○議長（浅沼幸雄君）  日程第１、一般質問を

行います。順次質問を許します。２番佐々木恵

美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  おはようございま

す。佐々木恵美子です。今朝は空気が一段と冷

たくて、一般質問を控えて緊張する私には、ま

だ、頭も心も硬直がちょっとほどけていない状

態で、うまく質問が、ちょっと、やり取りがで

きるかなというふうに、ちょっと緊張しており

ます。 

 通告していました質問を一問一答形式で進め

てまいります。 
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 まず、はじめに、過疎地域自立促進特別措置

法に基づく過疎債の発行及び新法律による遠野

市の過疎指定の見通しについて、要点を絞って

伺います。 

 過疎地域自立促進特別措置法、いわゆる過疎

法ですが、来年令和３年３月末で期限が終了と

なります。御承知のとおり、過疎地域の指定を

受けると過疎債の発行が可能となり、返済時に

は国から交付税で７割が補填されるものです。

親と子に例えると、例えば、子どもが組んだ

ローン返済に親が７割支払いを手伝うというよ

うなものでしょうか。地方にとっては、頼りに

したい地方債であるかと思います。市内におき

ましては、例えば、改修が進められています国

の重要文化財である千葉家の修復事業は、過疎

法に基づいて文化庁からの予算と過疎債を発行

して行っております。 

 現在、総務省で令和３年４月からの新しい法

律の内容を検討しているようですが、過疎地域

の指定要件は、自治体の人口と財政力で左右さ

れます。新法案では、指定要件の人口減少の基

準年や人口減少率の幅が見直されるのではない

かとの見解があり、全国の自治体の中には、過

疎適用除外を想定した行政運営について、対応

を協議している市町村もあるようです。 

 新しい過疎法については、まだ、はっきりと

したことが分かるのは、まだ少し先かとは思い

ますが、現段階で、新しい法律の過疎地域指定

要件は把握しているのでしょうか、お伺いしま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  佐々木恵美子議員の一

般質問にお答えをいたします。 

 過疎法という、この地方にとっては、過疎地

の地域にとっては、本当に国の財政支援として

非常に大きな役割を示しているのが、この過疎

法であります。 

 ただいま御質問をいただきまして、様々国の

動き、あるいは、他の過疎市町村等の動き等に

つきましても触れられておりましたけども、ま

ずは第１問でございますから、せっかくのこの

ような質問の機会をいただいておりますので、

この過疎対策、過疎法とは何なのか等につきま

して、ちょっとお時間をいただきまして、御答

弁申し上げたいと思っておりますので、よろし

くお願いを申し上げます。 

 過疎法は、これは昭和45年、まさに高度成長

の真っただ中によりまして、人口の過度の減少

防止あるいは地域格差の是正を目的に、これは

議員立法であったわけであります。この議員立

法によりまして、全会一致により制定され、こ

れまでに４次にわたり、10年刻みで４次にわた

り改正をされてきたという経緯があります。 

 現行法では、過疎地域自立促進特別措置法と

いう、そういう法律の名の下に、平成12年４月

１日に制定されました。10年刻みで、様々な法

律の名前等も変わっているわけでございますけ

ど、基本的な理念は変わっていない。その平成

22年に、法の期限を平成28年３月末までという

中で６年間延長するという法改正が行われまし

た。 

 さらに、東日本大震災によりまして、過疎対

策の事業の進捗の遅れ等を踏まえながら、平成

28年から、さらに５年間延長する法改正がされ

まして、今年度、令和３年３月末に現行法が期

限を迎えるということになっているわけであり

ます。 

 平成20年度から平成28年度まで、総務省を所

管しております過疎問題懇談会。私もこの構成

員として10年ほど委員として、この問題にも向

き合ってまいりましたけども、この期限延長に

係る法改正、また、住民の方が安心、安全に暮

らすことができる地域社会の実現のため、ソフ

ト事業の過疎対策事業債への対象拡充などに携

わってまいりました。これは平成20年から28年

でありますけども、８年間ということで、この

問題にも、私も立ち会って、関わってまいりま

した。いろんな面で、この市町村、地方の過疎

地の実態といったものも、その中で、私なりに

も知るところとなったわけでございますけども、

また、国がどのような中で、法制度をやってい
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るのかということにつきまして、いろんな現実

といったものを目の当たりにしたということを

思い起こしております。 

 令和２年４月１日現在、全国で1,718の市町

村のうち、817市町村が過疎地域としての指定

を受けている。そして、ここで非常に大きな問

題があるわけであります。この人口割合で見ま

すと、国勢調査、これは平成27年度の国勢調査

で見ますと、人口割合で約９％が過疎地の、し

かし、面積の６割は、面積の６割が過疎地で、

人口はその中で９％ということでありますから、

いかに、いうところの東京、東京圏、名古屋、

大阪、あるいは、北九州といったような、その

ような４大都市圏に人口が集中しているかとい

うことがこの中でも分かるわけであります。国

土の６割なんだけども、人口は何と９％台であ

るということなわけでございますから、この過

疎地というところの中における役割といったよ

うなものを、その中でも我々もしっかりと見出

さなきゃならないかと思っております。 

 なお、この過疎地域の指定要件は、人口要件

と財政力要件であります。市町村単位でどちら

も満たすということが必要でございます。 

 この新たな過疎法の制定に係る要件は、令和

２年９月15日でありますけども、今、自民党政

権の中におきまして、自民党、自由民主党過疎

対策特別委員会から、指定要件の考え方が方向

性を含んだ中で、基本的な考え方が示されてい

るところであります。 

 なお、新しい法律、３月末で終わるわけでご

ざいますけども、新法の名称は、過疎地域の持

続的発展の支援に関する特別措置法という、こ

れ仮称でありますけども、この一つのこれを案

といたしまして、これをこの中でもって検討さ

れているというような状況にあります。ただい

ま佐々木議員の質問の中にも、そのことは触れ

られてありました。果たして、この事案におき

ましては、人口要件に係る基準等の変更等が示

され、人口要件の基準年を昭和35年としてきた

ものを、昭和50年または昭和55年を軸に見直す

ということも言われております。財政力要件に

ついては、財政力指数と公営競技収益、そのよ

うな収益が継続して用いられるということが大

事であります。 

 また、その他といたしまして、人の流れの創

出及び地域社会の担い手となる人材の育成ある

いは確保をはじめとするこの８項目の重点分野

や目標の設定あるいはフォローアップ等の過疎

計画の内容の充実が盛り込まれております。こ

れも当たり前といえば当たり前なわけでござい

ますけども、そのようなことがしっかりと示さ

れていることになるわけでございますから、基

準年の変更は想定されるものの、新しいこの新

過疎法、先ほど申し上げました過疎地域持続的

発展の支援に関する特別措置法という、この新

過疎法においても、人口要件と財政力要件が継

続されるという予定になっているところでござ

いますので、現行過疎法と同様の指定要件とな

るということが見込まれるんではないのかなと

いうように承知をしているところでございます

ので、ちょっと経過を申し上げまして、過疎法

とは何なのかということにつきましての答弁等

をさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  ただいまの過疎法

について詳細を御説明いただきましたので、テ

レビを見ている市民の方にも、ちょっと理解が

少しできたのかなというふうに考えますし、今

後こうなるのではないかという検討段階の中身

についても少し触れられていましたので、それ

も含めながら、また質問に続けていきたいと思

います。 

 国が７割補填してくれる過疎債は、本当に有

利な財源とこれまでしてきたわけですから、新

法律ではどのようになるのか。全国的に見まし

ても、地図等で示しておりましたけども、ほと

んど多くが過疎地域になっているというような

感じに見受けられました。どこの自治体でも、

やっぱり、この過疎法がどういうふうになって

くるのか、要件がどうなってくるのかなという

ふうにすごく注目して見ていると思います。 
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 仮に、もし、指定対象外となった場合、遠野

市がですね、過疎債の発行ができなくなります

けども、今、市内で継続している事業の継続に

財政上どの程度の影響があるのでしょうか。そ

ういった見解があるのか、ちょっとお伺いしま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの仮にという

言葉がありました。そのような一つの前提に立

っていろいろシミュレーションしていかなきゃ

ならないということは当然であります。国がど

うにかしてくれるだろうというわけにはいかな

いという、そのような認識の中で向き合わなけ

ればならないかというように思っておりまして、

この過疎対策事業債、過疎地域の振興を目的と

したハード及びソフト事業を対象に充てること

ができる起債であるわけであります。この起債

であるということは、借り入れになること。た

だ、この償還額に対して、約７割がいうところ

の交付税措置をされるという中で、過疎地にと

っては非常に有利な一つの支援策としての、財

政支援策として位置づけられているわけであり

ます。したがいまして、仮にという言葉が今出

ておりました。過疎地域の指定対象外となった

場合、今、申し上げましたとおり、今議会でも

いろいろ議論されておりますけども、遠野市の

総合計画後期基本計画における過疎対策事業債

の充当予定事業等に充てることができなくなる

ということになるわけでございますから、事業

推進に当たっては、一般財源に負担がかかると

いうことに当然なってくるわけでございますか

ら、影響があるということになるわけでござい

ます。 

 また、この国庫事業補助や交付金の採択の際

に、補助等のかさ上げや過疎地域指定要件とな

っている場合もありますので、それが一つの要

件ということになって、補助金とか、交付金も

あるわけでございますから、そういったものに

つきましても、この国庫補助金等においても影

響が出る可能性もあるということになるわけで

ございます。過疎債だけではないと。過疎地域

に指定されているかということも要件としてあ

るわけでございますから、その影響は非常に大

きいものがあるんではないかなと思っています。 

 ただ、先ほど申し上げました。これまでも昭

和45年の過疎地域対策緊急措置法が制定されて

以来、それぞれの新法制定の際に、まず、１つ

として、過疎地域の指定要件を満たさなくなっ

た市町村、いわゆる非該当団体となった場合、

これ１つですね。２つ目は、新たに指定要件を

満たすことになった新規市町村、いわゆる新規

該当団体等が生じてくる。これは10年刻みの中

で、そのような状態が続いてきているわけであ

ります。したがいまして、非該当団体に対して、

市町村財政に対する急激で多大な影響を段階的

なものに緩和するという中で、常に経過措置が

取られているということにもなっているわけで

あります。これは、ある意味では当然でありま

す。 

 そのような中で、今回の３月末で切れます今

の法律、新しい法律になるわけでございますか

ら、今回の新規の新法の制定に伴いましても、

非該当団体に対して、経過措置を講ずるという

ことが検討されていると聞いております。 

 今朝ほどの新聞等にも、いろいろ議論、国の

段階で議論している中におきまして、様々報道

されておりまして、私も非常に関心を持って読

んだわけでございますけども、そのような中で、

経過措置といったものを講ずるということがい

ろいろ検討されているということになっている

わけでございます。 

 したがいまして、この経過措置の内容は、５

年間で段階的に過疎対策事業債の発行を減額す

る。可能額を減少するものという、そのような

段階的な対応になろうかというように思ってお

りますので、そのような経過措置なども十分踏

まえながら、やはり、私ども過疎地域としての

市町村という連携の中で、国のほうにしっかり

と過疎地が今どんな役割を果たしているのか。

先ほど言いましたとおり、人口は９％、国土は

６割。その国土６割の中で、何がとなれば、農
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林業という一次産業、あるいは、エネルギーと

いったような問題、様々な中で、この過疎地域

がいろんな日本の産業振興、あるいは、日本の

一つの国策といったものを支えているのが過疎

地の役割としてあるんだということもしっかり

と踏まえた中での法制定の中に持ち込みたいと。

持ち込みたいというよりも、持ち込むような方

向で活動を強化してまいりたいというように考

えております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  これからは、仮に

該当しない地域がありましたときには、国のほ

うでは市町村に段階的に経過措置を講ずること

を検討中であるということでした。先ほどの説

明、過疎法についての説明の中でも、数字的に

見ましても、現段階では、新しい法律になって

も、当市は適用要件の人口率とか、財政力指数

に該当し、今後も過疎指定となる見通しである

と理解してよろしいのでしょうか。お伺いしま

す。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  そのように理解してよ

ろしいかと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  国のほうも検討段

階の中で、先ほどの説明の中で、すごく過疎地

域の、これまでは過疎地域の自立という言葉で

あったと思います。法の中というか、名前が、

それが持続的発展という名称に変わるのではな

いかという説明がいただいたのですが、まず、

その中で、持続的発展に支援する過疎法に変わ

ってくるという御答弁と思ったので、人材育成

を踏まえた人づくりにも使えるものであるよと

いうことで、すごく、これは遠野市にとっても、

今後も力としたい財源であると感じますので、

その辺、新法律になる中身から有利に、これま

でどおり有利な財源として引き出していただけ

たらなというか、ふうに考えました。 

 次の質問に入っていきたいと思います。 

 高校魅力化について、今後の市の取組につい

てお伺いします。 

 これにつきましては、９月の定例会の委員会

でも質問したのですが、ちょっと私の質問の意

図を伝え切れませんですので、改めて質問させ

ていただきます。 

 岩手県教育委員会は、８月４日、新たな県立

高校再編計画の中で、遠野高校と遠野緑峰高校

を統合対象から除外し、両校は再編統合しない

で存続する方針となりました。この再編統合の

除外については、広報遠野８月号にも速報とし

て掲載しております。広報には、両校の存続に

より高校魅力化は待ったなしと書いてあります

が、両校に魅力がなければ、将来は統合とも受

け取れるような気がしてなりません。 

 私は、高校存続、統合に関係なく、魅力がな

ければ生徒は入学してくれないと考えます。こ

こにいらっしゃる皆さんの中にも、両校ではな

く、市外の高校に進学した方もいらっしゃいま

す。それは、特色ある教育内容であるとか、寮

生活、何か魅力があって進学されたと思ってお

ります。私は、生徒数が減少する中で、生徒の

興味、関心、進路などの多様化に合わせた学校

づくりが魅力化につながるように思いますが、

再編統合除外につながる高校の魅力化を含め、

どのような活動をされてきたか、併せて、今後

の高校魅力化についての戦略などの方針につい

てお考えをお伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  高校２校存続の問題に

ついて御質問をいただきました。先ほど過疎地

域の振興等につきまして、いろいろ議論があっ

たわけでございますけども、この人口減少、少

子高齢化、そこに過疎という一つの大きな問題

が生じてきている中に、高校の再編問題も少子

化と人口減少の中で、どうしても再編統合等は

避けられないという時代の流れの中に、遠野も

２校体制じゃなくて、１校でいいんじゃないだ

ろうかというのが、県の高校再編の前期計画の
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中に示されたという、そのような経過があるわ

けであります。その辺の経過等につきましては、

市の広報、あるいは、いろんな機会を通じまし

て、いろいろ説明を、また説明を申し上げてい

るわけでございますけども、せっかく、このよ

うな形での御質問いただきましたので、この御

質問の機会をいただく中におきまして、これま

での取組、そして、また、今どのような状況の

中に今あるのか。高校の魅力化の話も先ほど質

問の中に出ておりました。したがいまして、ち

ょっとお時間をいただきまして、この事務局を

担っております教育委員会の教育部長のほうか

ら、これまでの経過と今現状がどうなっている

のか、あるいは、魅力化に向けて、どのような

状況で今取り組んでいるのかにつきまして、御

答弁を、具体的に御答弁を申し上げますので、

御了承願いたいと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  教育部長。 

○教育委員会事務局教育部長（伊藤貴行君）  今

後の高校魅力化の戦略等の方針につきまして、

答弁させていただきます。 

 議員から紹介がありましたとおり、本年８月

４日に岩手県教育委員会から岩手県議会文教委

員会に対しまして、新たな県立高等学校再編計

画前期計画で先送りとなっておりました遠野高

校と遠野緑峰高校の統合は、計画から除外する

ことを決定したとする内容が公表されておりま

す。 

 この新たな県立高等学校再編計画は、平成28

年３月に策定されまして、遠野市では、同月に、

市内各組織・団体で構成する高校再編を考える

市民会議を立ち上げをはじめ、両校存続に向け

た様々な活動を展開しております。 

 市においては、平成29年２月に高校魅力化ア

クションプランを策定し、高校のＰＲ、高校魅

力化、小中校連携、就学・生徒支援の４つの推

進プランの下、両校の生徒等への支援に取り組

んでまいりました。 

 主な支援事業といたしましては、高校ホーム

ページの充実、パンフレットや両校紹介ＤＶＤ

の制作、両校プロジェクト活動への支援、資格

取得受験料補助、全国大会出場補助、通学費補

助や海外派遣費用の助成等を行ってまいりまし

た。 

 一方、高校再編を考える市民会議が中心とな

っての岩手県及び県教育委員会への要望活動、

そして、２校存続を求める署名活動を展開いた

しまして、１万304筆もの署名を集め、請願書

とともに岩手県議会へ提出し、全会一致をもっ

て採択されるなど、市民一丸となった活動が展

開されてまいりました。 

 全県的な活動といたしましては、県内33市町

村長で構成いたします、岩手の高校教育を考え

る市町村長懇談会の代表世話人といたしまして、

これからの高校教育の在り方についてのフォー

ラムの開催、あるいは、提言書を決議しての提

言活動を推進してまいりました。 

 両校の生徒にありましては、プロジェクト発

表や部活動におきまして、全国の舞台での目覚

ましい活躍や地方創生に関わっての探究活動な

ど、市の高校魅力化サポート事業補助金を活用

した先駆的な活動によりまして、大きな評価を

受けているとともに、市民に活力をもたらして

くれております。 

 さらには、こうした一連の取組の効果といた

しまして、遠野緑峰高校の入学者数が毎年着実

に増加しているという明確な実績を示したとこ

ろであります。 

 このように、両校存続に向けました多くの市

民の熱意と思い、そして行動が両校の統合につ

いては、計画から除外するという県教育委員会

にとって大きな決断となる結果につながったも

のと思っております。 

 しかし、新たな高校再編計画後期計画の計画

期間であります令和３年から７年度までの統合

は回避されましたものの、少子化によります今

後の生徒数は確実に減少していく状況にあるこ

とは変わりありません。 

 遠野緑峰高校はもちろんのこと、遠野高校が

一定規模の高校として存続していくためには、

両校に魅力を感じ、進学を希望する市内外の生

徒数の確保が急務と捉えております。 
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 戦略といたしましては、高校魅力化アクショ

ンプランに登載している事業の具体化に向けま

して、検討を進めていくほか、地方創生推進交

付金を財源といたしました県外留学生等の受入

れに係る環境整備等の事業展開を推進していき

ます。 

 戦略を推進していく体制といたしましては、

「高校再編を考える市民会議」が「遠野市高校

魅力化推進協議会」と名称を変更いたしまして、

関係機関・団体が両校を包括的に支援する組織

として活動することを11月開催の総会で決定し

ております。 

 この協議会は、文科省が進めていますコミュ

ニティ・スクール構想にも対応した、両校に設

置される学校運営協議会にも関わっていく学校

経営に関しても参画・支援していく役割を果た

す組織となるものであります。 

 高校魅力化に関しましては、今後におきまし

ても、市、関係機関・団体及び市民の協力と連

携の下、より多くの生徒が魅力を感じ実感でき

る高校となるよう取り組んでいきたいと考えて

おります。 

 さらには、この少子化が進行する中で、特に

過疎地域におきましては、高校教育に係る現行

制度の壁が小規模校の存続・充実において支障

となっております。 

 このような状況を打開するため、高校魅力化

の取組と併せまして、高校教育の岩手モデルの

実現に向け、少人数学級の導入と教員定数の確

保、県外入学生の受入れの充実に向けた基準緩

和と連携及び普通科の学区制の見直し等、地域

の実情に応じた高校の在り方を十分配慮される

よう他市町村と連携し、国及び県に対して要望

や提言活動を引き続き行ってまいります。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  これまで、本当に

多くの活動、支援があって、こういった結果に

なったのだなというふうに改めて認識します。 

 今の説明の中で、県外からの入学受入れとい

う話もありました。県外からの入学が可能とな

りまして、学校ＰＲをしているとのことも聞い

ております。今後、入学者が増えることを大変

期待されるなと、期待したいなというふうに感

じます。 

 また、入学を呼びかけた側としては、住居な

どの生徒の受入れサポートが大事ではないかな

と考えますが、先日、遠野テレビのニュースで

も拝見しましたが、遠野市高校魅力化推進協議

会が支援に取り組んで、その辺の生活拠点など

の支援サポートに取り組んでいくというふうに

見ましたので、支援体制についても取組が進ん

でいるんだなというふうに認識しております。 

 お子さんが遠野へ拠点を移して学校生活をす

るとなると、送り出す親御さんの心情を察しま

すと、本当に食事面であるとか、健康面も心配

事と想像します。 

 高校の魅力の一つに給食の提供を望む声があ

ります。小中学校の義務教育期間は、バランス

の取れた給食の提供で、体づくりだとか、健康

へのサポートを得られますが、高校生になると

嗜好に偏った食事の摂取であるとか、食事を抜

く欠食、必要な食事量に足りていないなどから、

体調不良やけがなどで、運動パフォーマンスが

発揮し切れないなどのほか、思考や心にも影響

を及ぼすと言われており、このようなことから、

高校給食があればなというふうに望まれていま

す。 

 高校魅力化アクションプランにあります高校

給食について、検討は進捗しているんでしょう

か。お伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この高校の魅力化と再

編をどうにかこうにか、市民の皆さんの一丸の

力でもって県の計画を白紙撤回に持ち込んだと

いう力があったわけであります。これは、まさ

に、多くの関係者の皆様の一つの力が、何より

も、それをしっかりと応えてくれたのが緑峰高

校の生徒諸君であり、そして、また、遠野高校

の生徒諸君であったということも、先ほどの教
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育部長からの答弁の中にもありましたとおり、

そういう経過があったということを私どもは忘

れてはならないかというように思っております。 

 しかし、やはり、時代の流れ、そして、厳し

い人口減少というところにどう向き合うかとな

れば、やはり、遠野高校、遠野緑峰高校とも、

魅力のある、学んでみたいという高校に持ち込

まなければならないという中で、再編市民会議

を、高校再編を考える市民会議を魅力化を進め

る協議会というところに編成替えをしたという

のも、その背景にあるわけであります。 

 その中におきまして、ただいま御質問にあり

ましたとおり、市内の魅力、高校の、今話あり

ました給食の提供等について、これは高校魅力

化アクションプランの就学あるいは生活支援プ

ランの中で、高等学校給食の導入の仕組みづく

りと財源確保の検討を進めることをこのアクシ

ョンプランの中で位置づけております。庁内で

もいろいろ議論を進めているところでありまし

て、総合食育センターの役割なども踏まえなが

ら、どのような対応をしたらいいだろうかとい

うことをいろいろ議論しております。 

 県内においても、給食を導入している高校は

９校あります。９つの高校があります。いずれ

も町あるいは村の支援により実施しておりまし

て、配食数は70食から210食と小規模校で実施

されているというような状況にあります。遠野

高校及び遠野緑峰高校の生徒数から必要とされ

る給食数は、約550食。これは遠野高校が393食、

緑峰高校が149食ということに、そのような数

字として捉えているところであります。現在、

遠野市の学校給食センター、最大調理可能食数

は、2,400食ということになっておりまして、

小中学校及び教職員の給食数が2,033食という

ことになっていることでございますので、小中

学生の減少数を考慮しながら、高校生を含めた

調理・配食が可能になるのは、令和５年度以降

が大体その辺の中に位置づけられるんじゃない

のかなということを想定しております。 

 間もなく令和３年になるわけで、そうします

と、今のうちから、このところをしっかりと準

備をしておけば、令和５年度以降におきまして

は、しっかりと学校給食を高校のほうにも範囲

を広げるということが可能になってくるという

ことになるわけでございますので、そのような

ことを踏まえまして、今般、策定をいたしまし

た後期基本計画におきましても、高等学校への

市の支援策の一つといたしまして、総合食育セ

ンターを活用しながら、市内高校への給食提供

を検討するというような、そのような位置づけ

をしているところであります。 

 いろいろ佐々木議員からありましたとおり、

高校生活にとっては、この給食というのは、食

育ということに代表されますとおり、しっかり

とした食事の中から、まさに、体力をしっかり

心身ともにという部分におきましては、大事な

大事な取組でありますから、私いつもこの問題

ありますと、思い出すことがあるんです。台風

10号のときに多くの農地の被害を受けました。

土淵町の地域に入ったときに、ある農家の方が

手を挙げまして、「早く農地に戻したい」とい

うことです。そのときに、その方から出てきた

言葉は、「早く遠野の子どもたちに自分が栽培、

生産した安心、安全な野菜等を総合食育セン

ターに届けて、子どもたちに食べてもらいたい

んだ」というような非常に熱い思いの農家の方

が発言をされました。いつも、これを覚えてお

ります。そのような一つの安心、安全なものを

しっかりと遠野の小中学生、高校生、もちろん

保育所も含めてでございますけども、そのよう

なものを提供するというのも、やはり、行政と

しての大きな役目ではないのかなというように

いつも思っているところでございますので、具

体的なプログラムの中に組み込みながら、令和

５年実施の方向で、この問題についても向き合

いたいというように考えているところでござい

ますので、御了承願います。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  総合計画の後期の

計画の中でも拝見しました。令和５年からをめ

どにスタートできるように準備をしていくとい
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うお気持ちを確認しました。台風10号の農家さ

んの思いも話されましたけども、そういった農

家さんの思いがあって、今遠野市の給食は遠野

食材７割というふうに聞いております。とても

高い自給調達だなというふうに考えております

ので、その辺もまた魅力化になるかと思います。

今日のような冷え込む冬の日には、やっぱり、

温かい給食で、子どもたちには身も心も温まる

ような給食提供ができることを願っております。 

 続きまして、質問に進めてまいります。 

 ７月中旬の全国紙の報道でありました。文部

科学省は高校生の７割が在籍する高校普通科を

再編し、文系、理系などの枠組みを超えた持続

可能な開発目標、ＳＤＧｓと言われていますけ

ど、のような現代的な課題解決を探る、仮称学

際融合学科、少子高齢化などの地域社会の課題

解決を目指す、仮称地域探究学科の新設を検討

しているということです。早ければ、令和４年

４月から新しいタイプの高校が誕生するようで

す。まだ、国の機関で審議中でありますが、予

定されている２つの新設学科のうち、仮称地域

探究学科については、既に市内両校で取り組ん

でいるプロジェクト活動などの探究活動が普通

高校で教科化がされるものと想像しています。

普通科の再編ということで、遠野高校も該当す

るんではないかと想定しますと、これ仮に想定

しますと、地域課題の探究活動の基盤がもうあ

るわけですから、高校魅力化を図る考え方とし

て、県との情報を深めながら新設に向けた検討

などの働きかけのお考えは持ちませんでしょう

か、お伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  高校の魅力化という分

につきましては、やはり、都市と地方との格差、

あるいは、人口の集中と、先ほど言いましたと

おり過疎の問題といったものがいろいろ日本の

列島の中に、まさに時代の縮図として出てきて

いるわけであります。 

 そういった中におきまして、ただいま御質問

ありましたとおり、高等学校の普通科改革への

対応ということについての御紹介がありました。

私もこれは承知しております。 

 先ほど教育部長が答弁いたしましたとおり、

新たな高校を考える市町村長懇談会というのを

立ち上げました。その中には、この遠野の置か

れている状況、あるいは、それぞれの地域の置

かれている状況によっては事情が違う。その中

において、人口減少というものと、地域が、高

校というものは、地域にとって、どういう存在

なのかと踏まえながら、新たなスタンダードを

つくらなければならないんじゃないのかなとい

う中で、いろいろ幅広く議論しているのが市町

村長懇談会という場であります。 

 そういった中におきまして、普通科の改革と

いったものにつきましても、私も情報として承

知をしているところでございますので、その辺

を踏まえて、ちょっと御答弁を申し上げたいと

思っております。 

 今、ただいま佐々木議員のほうからいろいろ

紹介がありました。文部科学省では、多様な生

徒が社会とつながり、学ぶ意欲を育まれる魅力

ある高校教育の実現に向けて、これは一つの名

称でありますけども、「新しい時代の高等学校

教育の在り方ワーキンググループ」という、そ

のような組織を立ち上げまして、その一つの項

目の中に普通高校の普通科改革の検討が進めて

おりまして、11月にその審議のまとまったもの

が公表されております。これを受けて、中央教

育審議会、いうところの中教審のほうにおきま

して、その審議を経て、年度内に答申があるの

ではないのかなということが情報として入って

きております。 

 普通科改革においては、弾力的に各設置者、

これは各設置者、県立高校、例えば、県教育委

員会の判断によりまして、普通教育を主とする

学科として、特色・魅力のある学科の設置を可

能としております。まさに、これは魅力化とい

うことになろうかと思っております。 

 例えば、よく紹介がありました、それこそＳ

ＤＧｓのような実現や、あるいは、「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５.０」の到来といったものに伴いまし
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て、そのような中に、しっかりと向き合う、そ

のような学びの場、あるいは、国際社会及び日

本社会における問題の発見解決に資する資質あ

るいは魅力の育成を目指す学際的な学びに重点

的に取り組む学科、単なる普通科じゃない。そ

ういった時代の流れにしっかりと向き合う。課

題解決に向かうような資質を身につけるという

ような、そのような方向に持っていく。これ、

学際的な学びという、そのような言葉でも言わ

れているわけであります。そして、この中にも

う一つは、地元市町村を中心とする地域社会の

有する課題あるいは魅力に着目し、これは遠野

にとって非常に大事なことなわけであります。

繰り返しますけども、地域社会の有する課題・

魅力に着目し、地域社会の持続的な発展や価値

の創出に資する資質・能力の育成を目指す、地

域社会に関する学びに重点的に取り組む学科と

いうような、そのような表現をされているわけ

でございまして、単なる普通科じゃない。この

ようなものにしっかり着目しながらとなれば、

やっぱり、岩手県の中においても、それぞれ地

域の資源をもって、それを磨きをかけようとい

う高校生諸君の活躍がすごく目立っているわけ

でありますね。そのようなことにしっかりと向

き合うという部分の中で、国も議論を始めてい

るし、そういう方向で議論を取りまとめようと

しているということになるわけでございます。 

 さらに、ただいま申し上げました、それぞれ

の学科、育成を目指す資質・能力を設定し、関

係機関との連携、協働した教育の実施を目指し、

その他特色・魅力のある学びに重点的に取り組

む学科を設置可能とするという、そのような一

つの方向性が見えております。 

 これは、ただいま大変いい質問を受けたとい

うように思っておりますけども、この遠野高校

においても、４年前から総合的探究の時間を活

用し、地域社会に関する学びに重点的に取り組

む「新しい『遠野物語』を創るプロジェクト」、

先ほど、みらい創りカレッジ等の話も出ました

ね。そのような一つの「新しい『遠野物語』を

創るプロジェクト」を実践しております。そう

いうように実践しております。その先駆的な活

動が評価されまして、平成31年に文科省のほう

から、地域との協働による高等学校教育改革推

進のアソシエイト校に指定されている。文科省

のほうから、そのような一つの形での指定も受

けたと。遠野高校が。そして、この地域社会に

関する学びに重点的に関する取組学科の設置に

は、私は十分対応が可能なような、これまでの

４年間の取組の中におきましても、そのような

ものが着々と自らの努力によって見えてきてい

るんではないのかなというように思っておりま

すので、「今までの普通科とどのように違うの

か」と「分かりにくい」指摘や「中学校あるい

は高校受験をする中学生が学ぶ目的なりを絞り

過ぎるのでは」という懸念も一方にはある。そ

のようなことに、特定にしてしまうと中学生諸

君もどこの高校に行けばいいかといったときに、

ある程度限定してしまうということになるとい

う懸念もあるという、そういうような声も聞こ

えておりますけども、いずれ、中学生の進路選

択に制限されないかといったような、そのよう

な指摘もあるようでございますけども、その辺

を踏まえながら、中教審のほうの答申を踏まえ

た後、文部科学省では必要な検討を行った上で、

具体的な内容を公表してくるかというように思

っておりますので、それを受けまして、県教育

委員会が普通科といったものをどのように位置

づけてくるのかということをしっかりと情報把

握をしながら、情報また分析をしながら、まさ

に遠野高校の対応、あるいは、それにおける普

通科改革の学科変更に関する様々な協議といっ

たものにつきましては、魅力化推進協議会とい

うものを既に立ち上げていることでございます

ので、しっかりとその組織との連携を図りなが

ら、このような一つの時代の流れに向き合いな

がら、魅力のある一つの高校という、そのよう

な位置づけの中に、市の立場といたしましても、

しっかりと連携を図ってまいりたいというよう

に考えているところでございますから、よろし

くお願いを申し上げます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 
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   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  今後、その新設学

科の可能性とか、検討については、その魅力化

推進協議会などでも、もしかしたら、協議して

いく可能性もあるというふうに捉えました。 

 昨日の一般質問の中でもありましたけども、

非認知能力でありますとか、課題を自分で解決

できる力をつけるというワードが出ましたけど

も、まさに、そういったことが積極的に出せる、

発揮できるような魅力のある学科のように見受

けましたので、今後期待したいなというふうに

思っております。 

 次の質問に進んでまいります。 

 若者の力でまちづくりについて、これ抽象的

な質問通告していたんですけども、若者を主体

とする施策などについてお考えを伺ってまいり

ます。 

 現在、地区センターなどの指定管理に向けて

話合いなど、準備などが進められています。10

月からは、先行地域では指定管理に入っていま

すけども、来年４月には残りの地域で始められ

るように進んでいる段階です。この拠点づくり

に向けた取組に向かって、男性女性、各地域の

男性女性、各世代が地域づくりへ参画する機会

となっているのではないでしょうか。遠野市総

合計画後期基本計画の大綱５には、「みんなで

考え支え合うまちづくり」とされていますが、

人口減少に歯止めがかからない状況下で、「地

域の担い手を育み、支え、増やす」人づくりと

まちづくりは早々に何か手段を打つべきではな

いかというふうに考えます。特にも、若者の力

をまちづくりに生かす、若者が楽しく、やりが

いを感じられるような取り組みが必要ではない

でしょうか。 

 これまで、市民参加のワークショップは、ど

のような内容で、どのようでありましたかとい

うことをお伺いします。また、併せて、その中

で、例えば、高校生を含む18歳から30歳までの

若者だけのワークショップなどの事業等はあり

ましたでしょうか、お伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この若者、どのように

このまちづくりにという部分の中での御質問と

承りました。これは大事な大事なキーワードで

あります。未来あるいは将来、夢と希望という

言葉がよくあるわけでございますけども、その

ような夢と希望、それをしっかりと実現をする

という中におきましては、将来を未来を考える

若い方々のこの力、あるいは発想力、そしてま

た企画力、さらには、若者としての行動力、そ

して、いろんな情報化の中におきまする様々な

情報発信力といったようなものをしっかりと取

り込みながら生かさなければならないというの

がまちづくりということになるのじゃないのか

なというように認識をいたしております。 

 遠野のまちづくりそのものにおきましては、

遠野スタイルの創造・発展を基本理念といたし

まして、この中に、地域の特性や資源を生かす

こと、市民が主体性を持つこと、そして、また、

３つ目が、自分たちの町をよりよくしようと行

動すること、やはり、これが一つの基本として、

市民と行政との協働によりという一つの理念の

中でまちづくりを進めております。 

 今般策定をいたしました第２次遠野市総合計

画後期基本計画におきましても、この基本理念

に基づきながら策定をしているところでありま

す。 

 計画の策定に当たりましても、本年５月から

９月にかけまして、25のワーキンググループを

開催いたしまして、まちづくり指標の設定や行

政や市民が果たす役割などにつきまして、大変

活発な議論と検討をいただきました。ワーキン

ググループの中には、まさに市政課題の解決に

向けて、現場で活躍している若い世代の方々に

も参画をいただきました。多くの意見・提言を

いただいた中におきまして、それを後期計画の

中にしっかりと取り込むことができたんではな

いのかなというように思っております。ただ、

何度も申し上げましたとおり、計画を策定した

からいい、それではないわけであります。これ

をいかに、いうところの実行しながら形に持っ
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ていくのか。あるいは、それぞれの思いをしっ

かり皆共有しながら行動していくのかというと

ころに持ち込まなければなりません。 

 実は、この遠野市の今般策定いたしました後

期基本計画の中における審議を活発にいただき

ました、総合計画審議会の中には、小中学校あ

るいはＰＴＡの代表といった若い世代の方々に

も委員をお願いをしております。そして、特定

の分野あるいは世代に偏ることのないような委

員の構成にも配慮を行いながら、幅広く意見を

聞いたと、25人の委員の皆様が非常に出席率も

よく、また発言も非常に活発でありました。そ

のような中での計画策定に当たったということ

でもあります。 

 また、いろんな策定に当たりまして、「市長

と語ろう会」も開催をいたしました。「支え合

い、新たな世代を拓く世代と語る」と題しまし

て、先ほど高校の、高校生の、高校の魅力の質

問ありました。特にも、これからの高校生諸君

の豊かな発想力といったものは、我々はしっか

りと受け止めなければなりません。したがいま

して、市内の２つの高校にお邪魔いたしまして、

生徒の皆さんと向き合いました。本当に様々な、

はっと思うような、そのような意見・提言、そ

うなんだというような、そのような建設的な意

見・提言といったものを数多くいただくことが

できました。こんなことを言うとあれでござい

ますけども、高校生諸君から学んだことが大変

多くあったということも、正直なところ、正直

な気持ちとして申し上げたいと思っております。 

 そのほかに、保育士さんや、あるいは小中高

の現場にいる若い先生方、あるいは、一次産業、

二次産業、三次産業といったような現場で頑張

っている若い方々、そういう方々との意見交換

を行いながら、それをできるだけ計画に取り込

もうというような、そのようなプロセスも経た

ところであります。したがいまして、これから、

後期基本計画が一応まとまったといっても、そ

れは、一応の上位計画なわけでありますから、

今度は部門別計画を立てなきゃなりません。環

境問題、あるいは産業振興の問題、あるいは文

化振興の問題、あるいは地域活性化の問題と、

それぞれの分野ごとに様々な計画が立てなきゃ

なりません。いうなれば、個別計画であります。

この個別計画は約30ありますので、それぞれの

検討に当たっては、これも、ただいま申し上げ

たようなプロセスの中で、多くの若い方々の意

見をいただきながら、それを具体的な活動、計

画に持ち込むというプロセスも大事にしてまい

りたいというように考えているところでござい

ますので、担当する各部長等には、そのような

フィールドをつくりながら、しっかりと若い

方々の意見を踏まえた部門別計画、これは総合

計画があって部門別計画でございますから、総

合計画で示したことを具体的にするのが部門別

計画になるわけでございますので、部門別計画

の中に、市民協働の一つのスタイルとして、そ

のプロセスを大事にするようにということで、

指示もしているところでございますので、若い

方々のそのような発想といったものを生かすよ

うな、そのような対応に持っていきたいという

ように思っているところでございますので、よ

ろしくお願いを申し上げたいと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩いたします。 

   午前10時59分 休憩   

────────────────── 

   午前11時09分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  会議を再開いたします。 

 引き続き一般質問を行います。 

 ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  先ほどの質問です

が、市民参加のワークショップの内容について

お伺いしまして、各世代交ざってのワーキング

グループがいろいろとあるというふうにお伺い

しました。これはこれで、とても必要なことで

あると思います。私が若い方たちの力にという

施策等が必要ではないかという思いを持ってい

るのには、全国の事例を見ますと、人口減少で

18歳投票、人口減少とか、18歳に投票権などが

ありまして、若者施策に注目する、着目する自

治体が増えているように見受けています。若者
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によるまちづくり委員会ですとか、若者実践塾、

若者活躍条例の制定など、自治体ごとに多様な

取組をされているように見ました。 

 20年ほど前になるでしょうか、この遠野市に

おいても、日本のふるさと再生特区に挑戦した

時代がありました。地元が元気になるための方

法として、面白さとやる気を感じるような新し

い取組にチャレンジしようという機運をもっと

盛り上げたいと当時市長が、たしか、記者会見、

何か、どこか、どちらかでコメントしていたよ

うに思っております。そのときの市長の思いと

一緒に、私も、今の時代でも楽しくなければ活

力は生まれないのではないかというふうに思い

ます。仕事、暮らしの中に楽しみがあって、同

時に活力もあふれるものではないでしょうか。

市内の若者の方に聞きますと、遠野に安くて楽

しめる場所を望む一方で、お店などではなくて、

自分たちがやりたいことができたら楽しいとの

意見もあります。自分たちがやりたいことで、

まちづくりができたらいいのではないかなとい

うふうに思います。 

 先ほどの質問でもありましたけども、両校、

市内の両校の生徒さんたちは、学校の中で、既

に、地域課題を探求したり、解決に向き合った

取組を取り組むことで、地域に向き合いながら、

地域の魅力とか、新たな発見を認識して、大き

な力を蓄えているわけなんですよね。その高校

生が卒業後、市内で就職する生徒さんたちが、

例年、最近30名ほどはいるというふうに見てい

ますが、その方たちをね、培った力を発揮でき

る場所が地域づくりにもあってもいいのかなと

いうふうに感じます。そういった背景もありま

すので、このように探究心を培った若者皆さん

の力をまちづくりに発揮してもらうような施策

や環境づくりについてお考えはお持ちでないで

しょうか。お伺いします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの御指摘とい

うよりも、切り口は、これからの遠野のまちづ

くりにとって、極めて大事なことではないのか

なというように今承ったところであります。よ

くいう、この新型コロナウイルス感染症の中で、

仕方がない、やむを得ないという中で、やり切

れない思いの中で、この１年もう間もなくたと

うとしております。そういった中におきまして

も、この仕方がない、やむを得ない中におきま

しても、若い方々の発想力と行動力、発信力、

これが遠野の元気といったものを発信してきて

いる大きな力になっているということを我々は

忘れてはならないし、また、それをしっかりと

タッグを組んでいかなきゃならない。そのよう

に思っております。非常に豊かな発想力の中で、

これからどうしようかと、もっともっとよくし

ようと、こうすれば、もっとよくなるというよ

うな議論が行われております。先ほど答弁の中

でも申し上げました。総合計画を策定するに当

たりまして、市内２校の高校生諸君と向き合い

ました。まさに、18歳、17歳という一つの年齢

を感じさせないような、しっかりとした自分の

考えを述べておりました。単なる批判ではない。

建設的な中で、このようにすれば、もっとよく

なるというような話の中で、正直なところ、学

ぶべき点がいっぱいあったし、また、教えられ

るところがいっぱいあったということを改めて、

また、感じなければならないかというように、

私自身も思っているところであります。 

 したがいまして、この中におきまして、特に

も、これからの時代、令和の時代、そして、ま

た、アフターコロナという一つの時代の中に向

き合うためには、高度情報化社会の対応、その

ような中で、しっかりと市民協働という一つの

切り口の中で、若い世代の方々と中心となりな

がら、繰り返しになりますけども、柔軟な発想

による新たな仕組みづくりが取り組まなければ

ならないんじゃないのかなというように思って

おります。これは、単なる、このいろんな仕組

みづくりじゃありません。 

 地域づくりにおきましても、それこそ、みん

なで築くふるさと遠野推進事業といったような

もので、一括交付金を活用しながら、地域づく

りを進めてきておりますけども、この中にも、
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新たな若い方々の発想がという一つの中にあり

まして、実績の中にありまして、例えば、居酒

屋事業といったようなものも展開されたり、あ

るいは、高齢者の方々に対する生活支援事業と

して、いうところの除排雪事業などにも、若い

方々が中心となって企画、運営しているという

地域も出てきております。 

 この小さな拠点づくり、いずれは、この４月

には、新たな仕組みとして、スタートするとい

う方向で、今、いろいろ議論し、検討いただい

ているわけでございますけども、この地域組織

の見直しの中にも、積極的に若い方々が参加を

してきている。また、具体的な形でのしっかり

としたまとまりは、まだ見えておりませんけど

も、この人口減少、小さな拠点といったものに

連動しながら、行政区の再編をという中に、い

ろいろ地域住民の方々と話し合っているわけで

ございますけども、その中には、若い方々が、

もう、これは新たな仕組みづくりをしなきゃだ

めなんだという中で、行政区の再編等につきま

しても、私どもからすれば、えっというような、

そのような大胆な、そのような発想を持ち込ん

で、このようにすれば、もっとよくなるという

ような、そのような提案もいただいているとい

うような報告も聞いておりまして、若者の方々

の活躍の場としては、これからも、それぞれの

一つのこういった事例の中を踏まえながら、し

っかりと組み込んでいかなければならないんじ

ゃないのかなというように認識をしています。 

 また、遠野緑峰高校における先般の農業振興

大会。生産技術課のホップ和紙と、醸成肉とい

ったものを活用しながら、こうじ文化といった

ような中で、発酵文化という中で発表しており

ました。見事な発表でありまして、私は感服い

たしました。非常に整理され、非常に分かりや

すく、非常に説得力のあるプレゼンテーション

の中におきまして、いろいろな遠野の地域資源

に磨きをかけようということで、それぞれ賞を

いただいたということでございますけども、こ

れも地域産業の活性化に大変な貢献をしている

一つの事例ではないのかなというように捉えた

ところであります。 

 また、それぞれ地域おこし協力隊の方々も、

それぞれの地域に入りまして、例えば、高齢化

が進んでおりますホップ栽培につきましても、

貴重なマンパワーとして、このホップ農家の

方々とのしっかりとしたコラボレーションの中

から、新たなホップ産業を育成しようという、

そのような取組の中で、賢明に頑張っている姿

もあります。 

 また、みらい創りカレッジのほうにおきまし

ても、市内の高校生が様々な立場の人と熱心に

話合いながら、コミュニケーションを取りなが

ら、こうすれば、もっとよくなるというような

活動が随所にあるということでございますので、

佐々木議員から御指摘のあったとおり、育んだ

力を、それをしっかり生かす、あるいは肩をた

たく、背中を押す、あるいは一緒になってスク

ラムを組むというような、そのような一つの中

で、遠野の底力をこういった若い方々としっか

り対応、連携を図りながら進んでいくというこ

とが、やっぱり、遠野のまちづくりの基本とし

なければならないんじゃないのかなというよう

に思っているところでございますので、私もそ

のようなことをしっかり踏まえながら、若い

方々とのコミュニケーションをしっかり図りな

がら、対応してまいりたいというように思って

いるところで、改めて思っているところでござ

いますので、それを申し上げまして、答弁とい

たします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  今取り組んでいる

ことは取り組んでいることとして、私がお伝え

したいのは、同世代、若者、同世代の若者だけ

で、何か企画するとか、まちづくりについて考

えるという機会が必要ではないかというふうな、

を伝えたかったんですね。 

 例えば、市の若手職員で構成して研究会など

を立ち上げまして、若者が地域とつながって、

まちづくりに参加するためには、どんな手段が、

どんな手法がいいのかとか、政策の研究に取り
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組んでいただくことも、取り組んで若者を導く、

または一緒になって、まちづくりに参画しても

らう機会をつくるということも望ましいのかな

というふうに考えます。 

 今ちょっと言いました若手職員と市民の若者

が協働で取り組み、自分たちのやりたいことを、

実現を目指して、目指すことは、やりたいこと

を実現させるということは、ふるさと特区のと

きに市長も述べていました、面白さとやる気へ

の機運を盛り上げる新しいチャレンジになりま

せんでしょうか。市長の率直な感想をお聞かせ

ください。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  私の率直な気持ちを伺

いたいということでありました。チャレンジと

いう言葉があります。この可能性に挑戦をする。

そして、また、夢と希望にそれこそ果敢に挑戦

をするというのは、これは若い方々の一つの特

権であり、また若い方々であるからこそ、でき

る、そのような一つのポジションにあるという

ことを踏まえれば、それをしっかり受け入れる。

あるいは、それを聞く耳を持つというところが

私は大事じゃないのかなというように思ってお

るところでございますから、私をはじめ市の行

政に携わっている職員等も含めまして、しっか

りとそういう若い方々と向き合う。真摯に向き

合う。一方においては、素直に向き合うと、そ

のような気持ちを大切にし、あるいは、気持ち

というよりも姿勢を大切にするように、私自身

も、しっかりとその辺を真摯に向かい合いなが

ら、若い方々の夢あるいは希望、さらには可能

性、あるいは挑戦の気概、そういったことに、

いうところの向き合った中で、それを一つ一つ

形にする方向で、多くの市民の皆様の協力をい

ただきながら、それを前に進めるというところ

の一つの対応を進めてまいりたいというように

改めて思っているところでございますので、そ

のことを申し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  私の先ほどの若手

職員と市民の若者が協働でなんていう話を伝え

ましたが、そうはいっても、参加する若者がい

るのかとかって思う方も中にはいらっしゃるか

もしれません。若者に期待している、頼りにし

ているぞとの気概を表して伝えることが必要で

はないかというふうに考えます。 

 若者や女性の社会的な行動がこれからの自治

体、地域の在り方を左右する。若者の行動に足

を引っ張ったり、蓋をするような発想ではなく、

若者に期待し、若者が活躍できる仕組みづくり

の必要性を先日メディアの討論会の中でも見ま

した。足を引っ張ったり、蓋をするような発想

というふうには、メディアの中では出ましたけ

ども、先ほどの市長の答弁では、真摯に向き合

う、支援したいという意気込み、気持ちが感じ

られましたので、今後、前向きな検討、進むこ

とを御期待します。 

 広報広聴、市民の意見を聞く場で、広報広聴

活動もその中にあるわけですが、コロナ禍では

ございます。先ほども市長おっしゃっていまし

たけど、コロナ禍でありますが、今年度の「市

長と語る会」についての開催はどのようにお考

えでしょうか。 

 女性の中には、市長と語ってみたいけども、

大人数の集りでは、自分の意見が言い出しにく

いなとか、女性だけの少人数での開催であれば、

自分の意見も述べやすいなというふうな意見も

あります。例えば、「市長と語る会」でなくて

も、例えば、市民と女性職員と語る会などの工

夫が、工夫をもって、市民の意見を聞く場、広

聴の取組の充実を図ることも必要かと思うので

すが、いかがでしょうか。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま「市長と語ろ

う会」も含めて、こういった市民の皆様の、特

に若い方々の声をという部分の中において、女

性の一つの声もしっかりとという、そのような

御質問として承りました。 

 よく言われるとおり、いろんな総合計画審議
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会がある。いろんな部門別の審議会がある。い

ろんな会がある。様々な集りがあるといった中

にあっても、やっぱり、なかなか発言ができな

いという、そのような一つの中に、ある意味に

おいては、率直な意見をという場があるようで

ないというような、そのような一つの認識の中

での御質問ではなかったのかなというように思

っております。したがいまして、先ほど答弁で

申し上げましたけども、高校生諸君と向き合っ

た、あるいは学校現場の先生方、あるいは保育

士さんの方々とも、いろいろ向き合ったって、

少人数の中で行ったときには、やっぱり、かな

り率直な意見が出たということも踏まえながら、

語ろう会の在り方、これにつきましては、今ま

で地域を回りながら、地区との懇談会のような

方式で進めておったわけでございますけども、

その辺の進め方等についても、やはり、この人

口減少あるいは少子高齢化、さらには小さな拠

点づくり、支え合う小さな拠点という、そのよ

うな新たなステージに持っていくという、その

方向の流れになっているわけでございますから、

この小さな拠点という一つの概念、あるいは切

り口、それから、その対応ということになれば、

それぞれの小さな中で、しっかりとまさに膝を

突き合わせながら懇談をするというような、そ

のようなことも、また、一方においては必要じ

ゃないのかなというように思っておりますので、

この後期計画も、一応策定をするという方向で、

今、議会のほうにも提案を申し上げているわけ

でございますけども、その辺のことを踏まえた

上で、これからの５年、10年あるいは20年を見

据えて、遠野をどのようにしっかりしたものの

底力を発揮できるような環境をつくるのかとな

れば、10年、20年を支えるのは、若い方々であ

り、女性の方々であるということを踏まえての

そのような一つの意見交換会と申しますか、懇

談会と申しますか、文字どおり語る会といった

ようなものをそのような中でセットするという

ことも考えなければならないのかなというよう

に思っておるところでございますので、そのよ

うな方向で検討したいというように思っている

ところでございますから、ひとつ、何度も申し

上げますけども、いろんな場では、女性の活動

がということはありまして、今、実は、この数

字があるわけでございますけども、今、女性の

一つの中におきまして、各種審議会あるいは協

議会等における女性の参加率でありますけども、

この数字を見ますと、今は、これは直近の数字

でありますけども、こういった委員会とか、協

議会での女性の参加率は、今、26.7％、それか

ら地域活動における女性の参画率を見ると24.

3％となっておりまして、目標数値が30％とい

うところに示しておりますけども、それに達し

ていないという状況にありますので、その辺の

ところも、一つの数字として見極めながら、こ

れを女性の方々のいろんな地域活動、あるいは、

市政に対する一つの参加といったものについて

の参加率を高めるような中でのおいての働きか

けもしていかなきゃならないのかなというよう

に思っているところでございますので、何度も

申し上げますけども、間違いなく増加はしてお

ります。増加はしております。しかし、まだ、

その目標数値に届いていないというところも踏

まえながら、さらなる意見が述べやすくなるよ

うな、そのような環境づくりに、なお一層努力

をしていかなきゃならないんじゃないのかなと

いうように思っているところでございますから、

よろしくお願いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ２番佐々木恵美子君。 

   〔２番佐々木恵美子君登壇〕 

○２番（佐々木恵美子君）  市民と語るという

ことにつきましては、私たち議員の役割でもあ

るというのは認識しておりますが、ワーキング

グループのように役を持って、その指名してい

ただいて、臨んだ場で語る、意見を言うという

ことができない、機会がないという方たち、広

く市民の声を聞く機会を設けていただけたらな

というふうに願いまして、私の一般質問を終わ

ります。 

○議長（浅沼幸雄君）  質問者席消毒のため、

暫時休憩いたします。 

   午前11時30分 休憩   
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────────────────── 

   午前11時32分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  会議を再開いたします。 

 次に、進みます。 

 12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  令和会の菊池巳喜男

でございます。大項目３点について、市長に伺

ってまいります。 

 一般質問に入る前に、ちょっとおわびをいた

します。 

 皆さんに配付になっている遠野市議会定例会

一般質問の質問の要旨の中で、私の文面が間違

っておりましたので、説明をいたします。 

 第１項目めの「日本、ＲＣＥＰ協定に署名、

どうなる日本そして遠野を取り巻く環境は」と

いう説明の第１行の中の右側、中段の右側に、

「欧州」という文字がありますが、それは「豪

州」の間違いでございました。オーストラリア

の豪州の間違いでございましたので、おわびし

て、訂正いたします。今後は緊張感をもって、

この点をやっていきたいと思います。どうも大

変失礼いたしました。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 それでは、ただいま申し上げた大項目１点目

であります、日本、ＲＣＥＰ協定に署名と、ど

うなる日本そして遠野を取り巻く環境はと題し

て、大きな視点の中から質問を進めてまいりま

す。 

 ここ数年のアジア太平洋地域の広範囲的経済

連携の中で、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシッ

プ協定）が注目されてまいりました。しかし、

平成29年、トランプ政権がＴＰＰから離脱を宣

言したことで、ＴＰＰの影響力と注目度が減少

してまいりました。一方で、注目を集めている

のが、アジアの自由貿易協定である、ＲＣＥＰ、

東アジア地域包括的経済連携のことでございま

すが、ＲＣＥＰとは、そもそも、どんな経済連

携なのか。ＴＰＰやＦＴＡ（自由貿易協定）、

ＥＰＡ（経済連携協定）とは何が違うのか。そ

して、国内や遠野市の各産業に及ぼす影響など

について質問をしてまいりたいと思います。 

 日中韓や東南アジア諸国連合、ＡＳＥＡＮで

ございますが、それに、オーストラリア、ニ

ュージーランドが参加する地域的な包括的経済

連携が、交渉が11月15日に妥結して、協定に日

本も署名をいたしました。このコロナ禍で落ち

込んだ日本の経済を成長軌道に乗せることが、

この協定によってできるものなのでしょうか。

その中で、遠野を取り巻く環境はどうなるのか。

特にも、遠野に影響がある農業部門はどう展開

していくのか。 

 日本と中国、韓国、オーストラリア、ニュー

ジーランドに東南アジア諸国連合、先ほど申し

ました10か国、合わせて15か国が同じ貿易協定

で結ばれるということが特徴でございます。そ

の中で、中国も入っているわけでございますけ

ども、中国は独自の輸入規制をかけているので

はないのかなというふうに感じております。 

 去る11月25日に、中国の王毅外相が日本を訪

問いたしました。その中で、菅首相と会談も行

っております。その会談の中には、日本産食品

の輸入規制撤廃ということで、日本産の牛肉の

再開や精米、お米ですね、輸出拡大に理解を要

請したというような記事もございます。そのよ

うなこともありますので、中国、いろいろな面

で注目されているわけでございますけども、大

きな視点となりましたけども、市長としてはど

のような見解なのか。簡潔な答弁で結構でござ

いますので、第１問の質問としてお伺いいたし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  菊池巳喜男議員の一般

質問にお答えをいたします。 

 一問一答方式ということでありまして、まさ

に世界経済、アメリカをはじめ、あるいは中国、

米中貿易戦争といったようなものがあり、また、

ＥＣも、そのようなイギリスの離脱だとかとい

う中で、まさに大変な状況になっているという

ことは御案内のとおりであります。 

 そういった一つの大きな中で、コロナがもた
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らした様々な影響等も踏まえまして、今、御質

問のありましたとおり、日本と中国、韓国、ニ

ュージーランド、オーストラリア、そういった、

それに東南アジア、ＡＳＥＡＮ諸国も含めての

10か国でもって、同じ貿易協定が締結されたと、

10か国が同じ貿易協定で結ばれたということが

一つの特徴としてある。ＲＣＥＰという、その

ような中で、今いろいろ質問の中でも述べられ

ておりました。これは、地域的な包括的経済連

携という言葉であります。日本や、繰り返しに

なりますけど、日本や中国、韓国、東南アジア

諸国、そこにオーストラリア、ニュージーラン

ドを加えての15か国ということになるわけであ

りますから、大変大きなこの自由な貿易を進め

ていこうという手を結んだということになれば、

おのずと日本の経済にもいろんな影響をという

ことは、それは御質問にあったとおりでありま

す。 

 この協定の署名に関しましては、御質問にあ

りましたけども、菅総理も出席をいたしまして、

新型コロナウイルス感染症の中で、世界経済が

低迷し、内向き志向も見られる中、自由貿易の

推進がより一層重要だと述べたということが報

じられております。自由貿易、日本にとっても、

この最大の貿易相手国の中国、これは大きいわ

けです。３番目が韓国という、そのような状況

になっておりますから、経済連携協定は、日本

の経済にも大きな影響を及ぼすということがあ

るんじゃないのかなというように思っておりま

す。 

 例えばですけども、中国から輸入のタマネギ

などは除外をしたけども、冷凍した野菜調製品

と申しますか、冷凍惣菜ですね、冷凍惣菜、か

き揚げなども、その一つに入っているようでご

ざいますけども、そのようなもの。あるいは、

乾燥野菜、これはインスタント向けのフリーズ

ドライの具材ですね、そのようなものが９％。

そして、冷凍のエダマメやタコなどが６％から

７％の関税が９％なり６％、７％の関税がかけ

られているけども、これが、段階的に関税が引

き下げられ、発効後、11年目、16年目には撤廃

されるという、そのような流れになっているわ

けであります。 

 また、中国の紹興酒や韓国のマッコリ、これ

はどぶろくですね、マッコリ、韓国のどぶろく

というの、マッコリと、こういったようなもの

も段階的に引き下げられ、発効は、21年後には、

これが撤廃されるという、そのような流れにも

なっているということも報道されておりますか

ら、その辺をしっかり見極めながら、この自由

貿易という中に、日本経済がどのようになって

いくのか。その場合に、遠野を含め日本のその

ような農産物なり、いろんな、そのような品目

にどのような影響を及ぼすのかということにつ

いても、しっかりと動向を見極めながら対応し

ていかなきゃならない一つの課題ではないのか

なというように捉えております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  ただいま市長のほう

からは、動向を見ながら、しっかりと見極めて

いきたいというような答弁がございました。 

 農産物に関しましては、ＴＰＰと同様、農産

物の重要５品目であります米、麦、牛肉、豚肉、

乳製品、そして、甘味資源作物が関税削減・撤

廃から全て除外されているということで、これ

はＴＰＰとＲＣＥＰも同様だというふうに見て

おります。 

 いろいろ、ただいま市長の答弁の中で、いろ

いろな品目の紹介がなされておりましたけども、

その中で、遠野にも、特にも関係がございます

野菜類について、関税が撤廃されるという予定

であるというふうに聞いております。安い価格

で野菜の輸入品が入りますと、国内産の野菜の

暴落の一要因となるのではないのかなというふ

うに感じているところでもあります。とりわけ、

遠野市でも、地域振興品目といたしまして、ア

スパラガス、ピーマン、ホウレンソウ、ニラな

どに、この関税の撤廃がどのような影響を及ぼ

すか、ちょっと私も計り知れないところがあり

ますが、市長は、その辺を遠野の地域振興品目

に照らし合わせながら、どう考えているのか、
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お伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  このＲＣＥＰそのもの

が自由貿易ということになってくるわけでござ

いますから、各国のそれぞれの思惑がそれぞれ

絡み合いながらということになるわけでござい

ますし、ＴＰＰ問題のときなども非常に大きな

問題になりましたけども、このＲＣＥＰの連携

協定等につきましては、まだ、あまり国のほう

からの、あるいは、いろんな業界団体からの声

があまり聞こえてこないという部分の中で、よ

り慎重に向き合わなければならない課題ではな

いのかなというように、私自身そのように捉え

ているところであります。 

 そういった中におきまして、野菜類の話が出

ました。野菜類の話なども、これが、要するに

安価な野菜の輸入品が入ってくるとなれば、国

内にも影響を及ぼすということは当然なわけで

あります。アスパラガス、ピーマン、あるいは、

ホウレンソウといったようなものにも影響が出

るんじゃないのか。このアスパラガス、ピーマ

ン、ホウレンソウとなれば、遠野にとっても大

きな一つの主要作物なわけでございますから、

そういった中において、要するにおいしいとい

うことが一つのありますね。産地直送、新鮮と

いうことがやっぱりおいしいというものにつな

がる。さらには、安心、安全ということは、な

ぜかとならば、生産者が見えるということなわ

けであります。やっぱり、中国から入ってくる、

東南アジアから入ってくる、生産者が見えない

という部分あるわけでございますけども、やっ

ぱり、おいしいということと生産者が見える安

心、安全ということが大きなキーワードにもな

るということを踏まえれば、一次産業が生み出

す、出される製品は、この２つのおいしいとい

うことと安心、安全ということが、やっぱり、

消費者の方が求めているということになるわけ

でございますので、いうところのＲＣＥＰによ

って、15か国の自由貿易の一つの連携が広がっ

たとしても、この部分のおいしいという、新鮮

ということと、安心、安全ということの一つの

しっかりとした体制を持っていれば、十分、私

は、国産とすみ分けしながら、競争に打ち勝つ

ということができるんじゃないのかなというよ

うに思っております。要するに、消費者を裏切

らない。あるいは、消費者の満足度を求める。

生産者のこれまでの一つのひたむきな姿勢は、

安価な輸入品と当然のことながら差別化につな

がるということを改めて思い起こさなければな

らないんじゃないのかなと思っております。や

っぱり、安心、安全、新鮮、おいしいというこ

とが大事でありまして、こういった部分におき

ましては、遠野のこの地域振興品目であります

アスパラガス、ピーマン、ホウレンソウに対す

る市場価格には、ちょっと感触でございますけ

ども、そんなに大きな影響はないんではないの

かな、ただ、品目によっては、加工という一つ

の中に需要が高まる可能性もありますので、今

後の、先ほど申し上げましたとおり、今後の

様々な動向あるいは情報にしっかりと注目しな

がら向き合ってまいりたいというように考えて

おります。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  ただいま答弁で、安

心、安全、そして、新鮮さで競争に打ち勝って

いきたいというような趣旨の答弁だったかなと

思っております。 

 今、申されたとおり、農薬基準等々の安全性

からも、なかなか心配があるということでござ

いますが、何せ、ＲＣＥＰに関しましては、情

報が少な過ぎる面もございます。さらには、以

前のＴＰＰの交渉時には、国内で大きな反対運

動も起きましたが、今回はマスコミをはじめ報

道がほとんどなされないという、ちょっと私に

は不思議な現象もございます。このことをどう

見るか、ちょっと、視点をちょっと変えますが、

市長にお伺いしたいと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいま御質問のあり
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ましたとおり、ＴＰＰのときとこのＲＣＥＰの

15か国の連携の問題の中におきましては、出て

くる情報が数段、格段に違うと、ＴＰＰのとき

は、どんどんどんどん情報が出てきた、私ども

非常に危機感を持ったという、そのような中に

あったわけでございますけども、今回の15か国

協定のＲＣＥＰについては、こんなことを言え

ばあれでございますけど、ほとんど情報がない

という部分の中で、やっぱり、冷静に見極めな

がら、要するに、安全、安心、あるいは新鮮、

国産といったようなものの一つのこだわりの中

で、様々な中での対応をしていくという部分が、

政府のほうでも、ＴＰＰと違って、国内農林水

産業への影響は、特には大きくないのかなとい

うような認識をしているのかどうなのか、その

辺も見極めながら、我々も情報収集といったも

のに十分留意をしながら対応していきたいとい

うように思っておりますので、特に農業生産者

の方、ＪＡとの一つの対応などについても、お

互い情報交換をしながらということが大事じゃ

ないのかなと思っておりますから、よろしくお

願いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  確かに、今、答弁が

あったように、情報が本当に少ない。この辺は、

岩手県、そして、国はどのように考えているの

か、ちょっと見えないところもありますので、

市といたしましても、情報の収集にお願いをし

たいところでございます。それが、それこそ、

遠野の農業を守る一つの手段にもなるんではな

いのかなというふうに思うところです。 

 そして、農業以外にも、工業品に関して、ち

ょっとお伺いするんですけども、中国からは部

品が輸入され、そして、日本国内の工場で加工、

そして販売され、逆に日本からは部品を輸出し、

中国や韓国の工場で加工して、第３国に輸出も

できると、このＲＣＥＰではできるということ

で伺っております。その中で、日本、そして、

各部品をこの遠野市内でも誘致企業等々で数多

くの部品が生産されているわけでございますけ

ども、その点から考えますと、ＲＣＥＰという

ことは、遠野の工業生産の点から、メリットと

いうことはどのようなことが考えられるのか、

ちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどのＲＣＥＰの中

で、農業といったところで、新鮮あるいは、繰

り返しになりますけども、安心、安全という中

での一つの対応につきまして御答弁申し上げま

した。 

 工業製品となれば、今、御質問のあったとお

り、加工する、あるいは、それを輸出しながら、

部品を輸出しながら、そして加工すると、いろ

んな仕組みの中での行き来がしてるのがこの工

業製品でありますので、具体的な中で、遠野で

どのような影響ということも含めながら、この

工業製品に対する一つの現状等におきまして、

担当の産業部長から具体的に答弁を申し上げま

すので、ひとつ、よろしくお願いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  産業部長。 

○産業部長（中村光一君）  命により菊池巳喜

男議員の質問に答弁させていただきます。 

 まず、ＲＣＥＰにおける工業品の関税撤廃に

よる日本へのメリット等についてですけれども、

まず、ＲＣＥＰ協定締約国間において、様々な

工業製品の関税が即時または段階的に撤廃され

ることとなります。日本が輸出する工業製品で、

関税が撤廃される品目としては、中国や韓国に

対する自動車部品等があります。日本が輸入す

る工業製品で関税が撤廃される品目としては、

化学工業製品、繊維製品などがあります。 

 個々の事業者の視点においては、関税が撤廃

された製品を輸出する場合はメリットとなりま

すが、輸入時に関税撤廃となる製品を国内で販

売している事業者にとっては、これはデメリッ

トとなります。日本においては、自動車、原動

機等の工業製品の輸出額が高いため、日本全体

の工業の観点においては、メリットがあると捉

えることができます。 

 遠野市においては、輸出時の関税撤廃によっ
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て、メリットが生じる自動車関連産業の成長が

期待できるものの、中国、ベトナムなど、海外

の安価な部品との競争が厳しさを増すため、そ

のデメリットを受ける事業者が全くないとは言

えず、一概に楽観視できるとは言い切れないと

見ております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  メリットのほかにデ

メリットもあるというような今担当部長のほう

からの答弁にもございました。本当に、今、遠

野市内では、農業より各工業製品の生産額が大

幅な額で増えているわけでございますけども、

その辺に関わる市民の方々もいっぱいいるわけ

でございまして、この辺をきちんと、これもや

はり情報を得ながら、遠野の誘致企業等々にも

影響が出ないようにやっていただきたいという

ふうに考えているところでございます。 

 それでは、大項目２点目の質問に入らせてい

ただきます。 

 これは、野生キノコ、山菜類の放射性物質に

係る状況は、現在どのように進展しているのか

ということで伺ってまいりますが、これは、分

かっているようで、分からないというような問

題ではないのかなというふうに思っております。 

 東日本大震災の発災、そして、あの東京電力

福島第１原子力発電所事故から10年近くが今経

過しようとしております。いまだに放射性物質

に悩まされている状況にもあります。販売した

くてもできない。出荷制限は野生キノコ、そし

て、山菜類に及んでおります。 

 岩手県では、放射性影響対策報告書というこ

とで、今年７月に提出がなされて、報告がなさ

れております。その中で、平成24年、野生のワ

ラビや野生のフキ等は検査結果、放射性物質濃

度は基準以下だということで、岩手県で確認が

されております。 

 しかし、我が遠野市内での状況を見ますと、

平成25年度、山菜では、コシアブラについては、

国の基準値を超過しているということで、販売

は自粛と、さらには、野生キノコでは、私もち

ょっとしっかり読めないかもしれませんが、ヌ

メリイグチというんですか、という野生のキノ

コが平成24年11月遠野市内で採取、測定した結

果、基準値を超えているというような関係で、

販売はやはり自粛というような形になっており

ます。販売は自粛ということで、キノコ類は、

野生のキノコは、この１つの種類によって、秋

の味覚の王様であるマツタケとか、マイタケと

か、様々なものが出荷規制になっておるわけで

ございまして、この辺、市といたしましては、

市長といたしましては、野生キノコ、山菜は、

出荷規制は、今現状はどのようになっているも

のなのか、伺ってまいりたいというふうに思い

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  午後１時まで休憩いた

します。 

   午前11時59分 休憩   

────────────────── 

   午後１時00分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 午前中の菊池巳喜男議員の質問に対する当局

の答弁から始めます。本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほど菊池巳喜男議員

から、放射性物質の影響等による野生キノコ、

あるいは山菜等について分かっているようで分

かりにくいという、そのような質問の中で触れ

られておりました。 

 例の福島第一原発の事故から、もう間もなく

10年という時を経ているわけでございまして、

また、このような一つの地方ならではの、この

ような一つのものにも影響を及ぼしていること

はそのとおりであります。 

 そういった中で、いろいろ御質問の中にも触

れられておりましたけども、遠野市内では、平

成24年11月ということになりますけども、ヌメ

リイグチという、この野生キノコの基準値を超

えたということになりまして、市内の全域が野

生キノコを全種類出荷制限ということに、今、
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追い込まれたということになっているわけであ

ります。現在も続いております。 

 そういった中におきまして、岩手県内では、

県南地域の九つの市と町が、この出荷宣言の対

象地域となっているということであります。県

南地域であります。 

 また、この山菜のほうでは、これまた御質問

の中にありましたけども、コシアブラが、コシ

アブラのみが出荷制限中であります。それ以外

の野生山菜については、出荷制限はかかってい

ないという状況であります。 

 したがって、コシアブラ以外の山菜は、産直

等においても販売可能ということになっており

まして、キノコ類が、まだその制限が解除され

ていないという状況にあるというような今のよ

うな状況でございますので、よろしくお願いを

いたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  ただいま市長のほう

から答弁がございました。山菜のほうではコシ

アブラのみの出荷制限だと、そして、野生のキ

ノコにおかれましては、ヌメリイグチが測定値、

基準値を超えているということで、キノコ全体

が出荷制限だということの答弁でございました。 

 市内の産直を見ますと、多くの山菜、そして

野生キノコは、産直を通しながらかつては販売

され、にぎわって、遠野の風物詩というんでし

ょうか、秋の味覚を飾っていたわけでございま

す。特産物の一つにもなっていたと思っており

ます。 

 多くの市民の愛好者、そして趣味を求めて山

に行って、生きがいの場というんですか、収穫

を体験しながら販売すると。まさに山の幸とし

て大きな、それは市民のほかにも収入源にもな

っていたわけでございまして、放射能がそれを

一転して、楽しみの場、収入の源ということで

しょうか奪われたということになろうかと思い

ます。 

 そこからちょっと質問しますが、この規制に

よって販売が、野生キノコ、そして山菜、山菜

はコシアブラのみなんですけども、いろいろと

損害の面から計算しますと、市といたしまして

は、その辺、野生の幸を販売を奪われてしまっ

たということで、何か計算とか、奪われた金額

の試算なんかをしたことがあるものなのか、伺

いたいと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この一つの山の幸とい

うことになれば、シーズンになればキノコ類が、

あるいは、春とともに山菜がという、そのよう

な中での特にも産直などについては、まさに遠

野ならではとしての、そのようなキノコ類、あ

るいは山菜類が、まさに豊富な中で品ぞろえに

なり、魅力を増してきているということは、そ

のとおりであります。 

 そういった意味におきましては、今、どの程

度の影響がということでありますけども、具体

的な数字は持ち合わせておりません。なぜかと

いうと、栽培物と違いまして、それぞれの野菜、

野生山菜等については、生産量が安定しないと

いうことがありまして、この農産物直売所、い

うところの産直の個人販売ということに、今、

なっているわけでございまして、それをしっか

りフォローするということはかなり難しいとい

うことになりまして、影響がかなり出ていると

いうことは、もう、それこそ感覚的に十分承知

しているわけでございますけども、額はという

ことになると、しっかりとした数字は把握をし

ていないというところが、今の現状であります。 

 キノコあるいは山菜、そのとおり影響は出て

きていると。今の質問にありました山菜取りの

方、あるいは、野生キノコ等を販売している方

などについては、貴重な収入源になっているこ

とは十分承知の上で、その影響がということに

ついては、繰り返しますけども、栽培物と違い

まして、しっかりとした把握はちょっとできか

ねているというような状況にあるということで

ございます。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 
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○12番（菊池巳喜男君）  その辺は把握してい

ないということのようでございますけども、ち

ょっと震災の前の産直の実績、震災後の実績を

見れば、何かしらの試算なり、その辺は分かる

んじゃないのかなというふうに私なりに思うと

ころでございます。 

 そして、先ほど言われたとおり、山菜はコシ

アブラのみが出荷制限だと。そして、キノコは

一つの種類のキノコが出荷制限にかかっている

ことによって全体が駄目だと。この辺は、山菜

と野菜、キノコにおかれましては、何か差別さ

れているように感じるところもあります。 

 山菜、キノコにおかれましても、先ほど言わ

れた１種類だけの出荷制限だけで、あとは午前

中にも言いました、マツタケとかマイタケなん

かは販売されても何も文句はないのではないか

なというふうに思うんですけども、野生のキノ

コの出荷の自粛は、基準値を超えた市町村の全

種類の野生キノコが対象だというふうに定義づ

けられているというようなこともあるようで、

私にはちょっと不公平だなというふうに感じる

ところもございます。 

 先ほど来から言っているとおり、市内の各産

直では、かつては、先ほど言ったとおり、野生

のキノコ、山菜類が販売になっていたわけでご

ざいますけども、いろいろ指導とか市といたし

まして産直に対してアドバイス等々はなされて

きたものなのか、ちょっとお伺いしたいなと思

います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほど申し上げました

とおり、10年というときの経過を経ているわけ

であります。したがいまして、御質問でありま

したとおり、何らかのアクションは起こしてい

かなきゃならない、そのような時期には来てい

るということは十分承知をいたしております。 

 アクションを起こすということは、やはり、

これは一つの事例でありますけども、私も、あ

る国の環境省の方といろいろ懇談した際に、こ

のキノコにしても山菜にしても産直の方々にと

っては貴重な収入源であるという話をいたしま

した。ほとんど理解してもらえませんでした。

やはり、それだけのギャップがあるということ

も痛切に感じているわけであります。 

 したがいまして、私どものほうの立場といた

しましては、もう10年も経過しているというこ

とも踏まえながらということもあるわけでござ

いますけども、やはり、一方においては健康と

いう問題も十分考えなければならないというこ

とになりまして、市内の産地直売所、いうとこ

ろの産直でございますね。遠野市産直連絡協議

会を通じまして、様々周知を図りながら、野生

キノコについては、市内産のものは販売できな

い状況であるわけでございますけども、市外の

ものについては、先ほど９町と、九つの自治体

といいましたけど、それ以外のものは持ち込む

ことはできるということになっているわけでご

ざいまして、ただ、この市内産のものは販売で

きない状況である。 

 だから、出荷制限がかかった平成24年以降、

毎年、放射性物質の検査を行っております。行

っております。放射性物質が一定以上検出され

ているためいうところの消費者に販売できない

状態が、今なお続いているということになって

いることでございますから、やはり、これは一

つの現実としてしっかりと向き合いながらやは

り対応していかなきゃならないんじゃないのか

なと思っておりますから、10年たったからもう

いいんじゃないのという部分もあるけども、毎

年調べている部分には、やはり基準値を超えて

いるという現実もあるということになるわけで

ございますので、実に悩ましい一つの課題とし

ての位置づけではないのかなと思っております

けども。 

 ただ、この辺のほうについては、先ほど第１

問目のときに調べる方法もあるんじゃないだろ

うかという話もありましたけども、その辺につ

いては、やはりこれから10年をたったというこ

ともなれば、やはり、様々な形でもう少し、そ

この今のこの問題にも向き合っていかなきゃな

らない、そのようなタイミングじゃないのかな
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というように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  答弁の中に、９市町

ではそういう制限がかかっているということで、

特にもうマツタケ等々では、市の境界を越えて、

それこそ収穫したマツタケに関しては売ること

もできるわけで、とても山一つで出荷が制限さ

れ、出荷、一方ではできると。何か歯がゆいと

ころもありまして、何とか早く出荷規制の解除

に向けて、解除というのは、それこそ検査、検

体をきちんと行いながらやっていかなければな

らないということになろうかと思いますけども、

検体を提供するに至ってもマツタケ等々は非常

に高価なものですから、その検体に向けての何

か情勢とかその辺を含めて、早くそれこそ出荷

制限解除に向けて県とも進めていってはいかが

なものかなというふうに思います。 

 ちょっとキノコ類の質問はこれで終わります

けども、その辺を答弁願います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この出荷制限の一つの

解除というものに向けてという取組の中で、ち

ょっと状況を申し上げますと、遠野市における

コシアブラと野生キノコの放射性物質の検査を

岩手県と協力しながら毎年実施をしております。 

 しかし、この基準値以下となる状況にはなっ

ていないということも、そのとおりであります。

これは、一つの事実であります。しかし、この

出荷制限解除には、先ほどマツタケの話も出ま

したけども、国が示した「野生のきのこ類等の

出荷制限解除に向けた検査等の具体的な運用に

ついて」という一つの指針が示されております

けども、これをクリアしなければならないとい

うことになるわけでございまして、ただ、この

指針の国が示している野生キノコ類等の出荷制

限解除に向けた検査の具体的な運用という長い

言葉なんですけども、これもやはり一つ見直し

をしなければならない、もうそのような時期に

来ているんじゃないのかなというようなことを

思っているわけでございますから、その辺のと

ころを出荷制限解除に向けて検査を引き続き実

施しながら、やはりそれをもう少し緩和をする

というか、あるいは基準を緩めるというか、そ

のような一つの取組もやはり私どもとしても声

を出していかなきゃならないんじゃないのかな

というように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  私も、県、そして国

にもう少し声をかけながら、早期に制限が解除

できるように取り進めていただきたいと思いま

す。 

 それでは、最後の項目に入ります。 

 地籍調査の現状と今後の計画についてという

ことで伺ってまいります。 

 遠野市では、毎年、当初予算に地籍調査予算

を計上し、地上法地籍測量業務によって地籍調

査が実施されております。 

 その現状をどのように捉え、今後どのように

展開していこうとしているのか、伺います。 

 最初に、現在の市内の地籍調査の進捗状況を

お伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この地籍調査というの

は時間を要する。そしてまた、基本となる一つ

の調査でありますから、大変大事な調査であり

ます。 

 県内、各市町村も取り組んでおりますけども、

進捗状況が要る、今、現状という御質問であり

ましたので具体的に御答弁申し上げますので、

担当部長のほうから、今の現状等に、地籍調査

の現状等について答弁申し上げますので御了承

願います。 

○議長（浅沼幸雄君）  環境整備部長。 

○環境整備部長（奥寺国博君）  命により、菊

池議員の一般質問にお答えいたします。 

 地籍調査事業は、一筆ごとの土地について所

有者、地番、地目を調査し、境界の位置、面積

を確定させ、法務局へ登記することで権利の保
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護と円滑な取引を実現するための対抗要件を備

えるものであり、その成果は公共事業をはじめ、

各種事業の土地に関する基礎資料として多方面

で活用され、社会経済の発展に欠かせない重要

な事業と認識しております。 

 市内の進捗状況について、小友町と宮守町は

終了しております。綾織町、松崎町、青笹町、

上郷町の山間部は終了し、現在、土淵町の山間

部を実施中であります。今後も土淵町、附馬牛

町の山間部を進め、その後、農地部、市街地へ

と事業を進めてまいる予定となっております。 

 進捗の見込みであります。 

 調査対象面積533.53平方キロメートルのうち

446.57平方キロメートルが完了し、進捗率は87.

4％であります。市総合計画後期基本計画では、

最終年度の令和７年度末で90％の進捗を目標と

しております。 

 全国の状況であります。 

 全国は、平均52％であり、岩手県においては

33市町村のうち21市町村が完了、３市町が休止、

９市町が実施中であり、県全体の調査進度は8

6％となっております。 

 県内市町村において進捗度合いにばらつきは

ございますが、県全体と同程度であり、実施中

の９市町の中では進んでいるものと認識してお

ります。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  今、担当部長のほう

から、市内では、宮守町と小友町が完了したと

いうことで、87.4％の進捗率だという答弁がご

ざいました。 

 県の進捗率等々とちょっと上のようでござい

ますけども、まだまだ、それこそかかるのでは

ないのかなと、私なりには思うところでござい

ますけども、早期に完成というんでしょうか、

完了を目指して、県とか国に対して今の予算に

さらにアップしながら要望をしたということの

実績はあるのかというふうにちょっとお伺いし

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  この地籍調査について

は、ただいま担当の環境整備部長から御答弁申

し上げましたとおり、非常に基本となる調査で

あると。したがって、急がなければならないと

いうことは当然でありましたけども、87％、県

と同様の中で進捗をしているという状況でござ

いますので、これをさらに加速させていかなき

ゃならないかというように思っておりまして、

まず、この事業の促進を図るため、当市を含め

た県内の12の市と町が加入しております、岩手

県国土調査連絡協議会という組織があります。

この組織を通じまして要望活動を全国国土調査

協会、東北ブロック国土調査推進連絡協議会と

連携をしながら、国土交通省、あるいは財務省

への要望活動を行っているという状況でありま

す。 

 一つ、令和元年度の一つの例でありますけど

も、令和元年７月19日に東北ブロック国土調査

推進連絡協議会が国土交通大臣に20名、国土交

通大臣ほか20名に対し予算要望活動を実施して

おります。 

 東北ブロック国土調査推進連絡協議会では、

本年度の要望といたしまして、事業の推進に必

要な予算の確保、あるいは交付金要件の緩和、

そのような一つの５項目についての要望を行っ

ております。 

 遠野市におきましても、この国からの交付金

がしっかりと満額措置されていない状況にあり

ますので、計画通りの事業実施に支障を来して

おりますので、県に対してもさらなる要望活動、

申請どおりの配分を強く要望してまいりたいと

いうように思っておりまして、その活動を強め

てまいりたいというように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  岩手県の協会を、国

土の、ちょっと今、聞き漏らしましたけども、

協会を通じながら国のほうにもいろいろ要求を

しているようでございますけども、配分も10
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0％来ていないというような何か現状も、今、

答弁でございました。 

 それはそれといたしまして、早く事業を完了、

完成、完了することも必要ではないのかなとい

うふうに思うわけですが、市の配分が全額来て

いないということは、市の持ち出しもあるとい

うことも考えられるわけでございまして、これ

を例えばその要望の中に、国で直轄で早期に地

籍調査を完了させるというような要求はちょっ

としてこなかったものなのかなというふうにち

ょっとお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  国の調査としてさらに

加速させるべきではないだろうかというような

提案を含めての御質問と承りました。この国土

調査そのものは、今年でありますけども、令和

２年５月26日に閣議決定をされたという一つの

取組があります。これは、第７次国土調査事業

十箇年計画という位置づけであります。第７次

国土調査事業十箇年計画の中で、地方公共団体

が行う地籍調査として明確に位置づけられてい

るということになっているわけであります。 

 こういうことを踏まえれば、土地の境界、あ

るいは面積の確定と登記完了まで、要するに複

数年を要する事業ということになりますので、

地権者の権利確定のための多くの労力と費用を

かけ、全国の市町村がこのとおり実施をしてい

るということになるわけでございますから、今

後とも、この国の財政面での支援を強く要望し

ながら、事業の早期完了といったものに取り組

まなければならないんじゃないのかなというよ

うに思っているところでありますので、繰り返

しになりますけども、第７次国土調査事業十箇

年計画の中で、地方公共団体が行うという一つ

の決定がされているわけでございますから、そ

うなれば満額予算措置をすべきだというところ

にしっかりと軸足をそろえながら活動を強めて

まいりたいというように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  国が直轄で行わない

ということであれば、いろいろ十箇年計画の中

で予算配分をきちんといただけるように、これ

からも強い要求をしていって、早期に完了を目

指していただきたいと思います。 

 この地籍調査によって地権者の境界確定とい

うことは、特にも山林、原野のいろいろ、今、

環境問題もありますが、そういう問題解決に至

るところも、この地籍調査によってきちんと境

界が分かれば解決に至るところも大きく寄与す

るのではないのかなというふうに思われます。 

 各種、この今、土淵町なんかでは、山林等々

の調査も始まっているというふうに先程担当部

長からありましたけども、いろいろ山林、原野

の開発行為もこれからもあるかと思いますけど

も、遠野市でも開発行為の適正化が条例化もさ

れておるところでございますけども、これから

地籍調査を迅速に進めることも条例化もありま

すけども、肝要かというふうに考えております

けれども、そのことについてどのように考えて

いるのか、お聞きいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの御質問は、

大変に重要な指摘ではないのかなというように

受け止めました。 

 今、この中で開発行為の問題、あるいは山林

や原野の環境問題の問題なども影響してくるん

ではないだろうかというそのような指摘があり

ました。全くそのとおりであります。 

 したがって、政府が、国が、これは、地方公

共団体の仕事でありますよということを明確に

位置づけたんであれば、まさに、その調査を加

速させる、早く完了させるというところにいろ

んな面での様々な権利の問題、あるいは、それ

ぞれの開発行為等に向き合うための様々な調整

の問題ということになれば、しっかりとしたも

のをデータとして持っていなければならないと

いうことになるわけでございますので、そのよ

うな地籍調査は、調査事業は、何度も申し上げ

て、いろいろ御質問の中でも私が土地の取引の
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円滑化、あるいは、この土地資産の保全、ある

いは災害復旧の迅速化、さらには、適切な森林

管理等国土の活用と保全に影響を、しっかりと

した重要な役割を果たしているということにな

るわけでございますから、今、申し上げました

とおり、いろんな調整をし、国土を保全すると

いうことになるわけでございますので、遠野市

におきましても地権者の高齢化というものが進

んでおります。 

 あるいは、市外への転出ということも現実に

起きております。土地の形状等の変化等により、

土地の境界の確認に必要な確認をできるような

人、あるいは物証、そのようなことがこのよう

な状況の中で失われてきているということも現

実にあるわけでございますから、これを促進し

ていくということが極めて、今、地方にとって

は大事な一つの取組であるということでなるわ

けでありますから、国の財政面での支援を、支

援というよりも国がしっかりとこういった部分

について向き合うために市町村さんしっかりと

調べてくださいという部分のやはり財源、ある

いは、そのようなものを、それこそきちんと確

保しながら、我々の市町村に大きな負担をかけ

ないように対応していくというのも国の役目で

はないのかなと思っておりますので、そのよう

な中で早期完了を目指しながら取り組んでまい

りたいというように思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  12番菊池巳喜男君。 

   〔12番菊池巳喜男君登壇〕 

○12番（菊池巳喜男君）  本日の一般質問は、

「ＲＣＥＰ協定に署名、どうなる日本そして遠

野は」という形で、これから情報をきちんと市

当局、そして、我々議員もそのとおりでござい

ますけども、収集しながら、お互いにその辺、

市民にきちんとした理解されることに持ってい

き、そして、野生キノコ、山菜類に関しまして

も、そのとおりでございまして、県・国の情報

とそれから規制もどのようにしてクリアしてい

くかということだと思います。 

 地籍調査に関しましても財源の確保が一番と

いうことでございますので、いろいろ、県・国

にこの点を今日は質問しましたけども、これか

ら一緒になりながら、一体となりながらやって

いくことをちょっと確認いたしましたので、私

の一般質問をこれにて終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  質問者席消毒のため、

暫時休憩いたします。 

   午後１時32分 休憩   

────────────────── 

   午後１時34分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  会議を再開いたします。 

 次に進みます。９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  今定例会一般質問の最

後の質問者であります、会派「遠野令和会」所

属の瀧本孝一であります。 

 早いもので、今年も残り３週間となってしま

いました。国際正式名称はＣＯＶＩＤ─19、い

わゆる新型コロナウイルス感染症が、中国湖北

省武漢市で初めて確認されたのが、ちょうど１

年前であったのは記憶に新しいところでありま

す。 

 それ以降、世界各地で感染が拡大し、パンデ

ミックといわれる大流行となり、感染者数は全

世界で6,700万人、死亡者数は153万人を超え、

国内でも２月頃から感染が拡大し第三波と言わ

れる中、昨日の時点で、空港検疫やクルーズ船

の人数を含めて16万5,000人を超える人が感染

し、死亡者数も2,500人を越え、前日の数値を

更新して増え続け、医療現場の崩壊も起きつつ

ある状況です。 

 岩手県内においても、７月下旬に初の感染者

が確認されて以来、昨日時点での報道で230人

となり、亡くなった方も６人になりました。感

染者は確実に毎日増えている状況下にあり、誰

もが感染してもおかしくない環境であることを

認識するとともに、寒さが厳しくなっていくこ

れからが極めて重要な時期を迎えていると思わ

れます。 

 改めてマスクの着用や手指の消毒等、基本的

な対策に市民一丸となり、年末年始を乗り切ら

なければなりません。 
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 ところで、12月３日の地元新聞の県南版に本

市に関するうれしい記事が隣り合わせで掲載さ

れていましたが、その記事を目にした市民の

方々も多かったのではないでしょうか。 

 一つは「6,000万円超、最高更新」という遠

野市ふるさと納税に関する記事、もう一つはＪ

Ｒ東日本の豪華寝台列車トランスイート「四季

島初の遠野入り」の記事で、来年度開催される

東北デスティネーションキャンペーンにつなが

る牽引的な報道でもありました。 

 とりわけ私にとっては、従来から一般質問で

自主財源の確保の重要性を訴え続けて来ました

が、平成23年12月議会では「財源増に向けた広

告料収入確保の取組について」と題した質問に、

後に広報遠野への有料広告や、ホームページの

バナー広告を実現していただきました。 

 また、平成26年９月議会では「ふるさと納税

制度の現状や推進拡大の取組について」の一般

質問、28年９月議会では「ふるさと納税の取組

の推進状況や課題について」と題した質問をさ

せていただき、ふるさと納税の取組に慎重だっ

た当局に早期実現を求めて来た経緯があります。 

 そのような中で、ふるさと納税制度が過熱し、

課題等があらわれて来ましたが、平成28年10月

から本市でもふるさと納税制度を実現いただき、

４年が経過したと認識をしています。 

 特に本年は、窓口サイトの拡充や大学生の発

想を取り入れた返礼品など品数を３割増しとし、

巣ごもり需要に応えたとのことですが、寄附が

最も多い12月を前に11月末で6,000万円を超え、

過去最高を更新したことは、自主財源の確保や

返礼品に関係する市内事業者にも波及効果が大

きいと思われます。 

 今後も総務省のルールを遵守しながら遠野市

の魅力を発信するとともに、賛同者に長く応援

をしていただけるような工夫を凝らし、桁を一

つ増やすことを目標に、健全財政計画への取組

みの方策として、さらなる自主財源の確保につ

なげる取組が必要であると思った記事でもあり

ました。 

 さて、前置きが若干長くなりましたが、今議

会においても二つのテーマで市長に一般質問を

させていただきます。 

 １項目めは、「５期目３年間のこれまでの総

括と、残り１年の市政への取組や今後につい

て」、そして、２項目めは、来年４月から９月

まで半年の期間で開催される「東北ＤＣ（デス

ティネーションキャンペーン）について」と題

し、一問一答形式でその見解を伺うものであり

ます。 

 それでは通告に従い、大項目１点目の「５期

目３年間のこれまでの総括と、残り１年の市政

への取組や今後について」と題した質問に入り

ます。 

 市長の５期目の任期は、来年の秋10月22日と

認識をしています。陸上競技の400メートルト

ラックに例えれば既に４分の３周を駆け抜け、

残りの直線100メートルを切ってしまったと表

現してもいいのではないかと思います。 

 ３年前の選挙公報や後援会のリーフレットを

改めて拝見いたしましたが、そこには「誠実に

チャレンジ・このふるさとを未来に」をキー

ワードに、直ちに取り組む緊急優先５課題とし

て、産業振興と活性化、雇用の確保、移住・定

住・交流人口の拡大。少子化対策と子育て支援

の強化、まちなか再生プロジェクトの推進、地

域コミュニティーの再構築（ハードとソフト）

及び人づくり、健康づくり、地域づくりと５つ

の取組目標が記載されております。 

 さらには、現在進行形の５事業の計画とプロ

ジェクトとして、健全財政５カ年計画の着実な

執行、遠野スタイル創造・発展総合戦略の展開

など、計５項目が掲げられ、５期目の市政にか

ける市長の思いが伝わってまいりました。 

 私なりの見解を申し上げれば、国や県とのし

っかりとした連携の下で、任期中に東北横断道

秋田釜石線の全線開通、国道340号立丸トンネ

ルの開通など、高速道路網の整備を成し遂げら

れ、本庁舎の建設も有利な交付金を活用して、

市の財源を極力少なくて済むような形で既存施

設との有効活用の道を探り、中心市街地への再

建につなげていただきました。 
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 そして、緊急優先５課題では２つの共通優先

方針として、「産業振興・雇用確保」、「少子

化対策・子育て支援」の取組や、小さな拠点に

よる地域コミュニティー再構築など、着実に確

実に公約の実現に向かって施策を推し進めてい

ると捉えています。 

 もちろん、十分とは言えない達成度のものや

道半ばのものもあるとは思いますが、初めに、

５期目に掲げた公約について、一つ一つ具体的

には答弁を求めるものではありませんが、総体

的にその実行具合や達成度など、これまでの３

年間の検証や感想及び評価について、御自身は

どのように捉えていらっしゃるのか、お答えを

いただければと思います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  瀧本孝一議員の一般質

問にお答えをいたします。 

 新型コロナウイルス感染症の問題等が全世界

をまさに巻き込みながら大変な事態になってい

ると。間もなく2020年もまさに幕を下ろし、新

たな2021年、令和３年ということに入るカウン

トダウンが始まりました。 

 いろんな意味で基本に忠実ということで、見

えないウイルスに向き合っていかなきゃならな

いという、実に悩ましい課題に向き合いながら

も、市民の皆様も大変な御協力と御理解をいた

だきながら市政運営に当たっているというよう

な、そのような、今、その立場にあるのではな

いのかなというように思っております。 

 質問の中におきまして、いろいろ、５期目と

いうことでありましたけども、旧遠野市で１期、

新遠野市で４期となるわけでございますから、

そのようなことを踏まえながら通算５期という

ことになるわけでございますけども、市政運営

に「全力投球」と「誠心誠意」という一つの

キーワードの中で取り組んできたという、その

ような形での今があるわけであります。 

 そういった中で、３年前の選挙に立候補した

際の取組の中で掲げた一つの目標といたしまし

て、10の公約を、あるいは、直ちに取り組む緊

急優先の５課題と現在進行形の５事業の計画と

いうことで、それを２つを柱にしながら10の公

約をお示ししながら、議員各位をはじめ、市民

の皆様の協力をいただきながら取り組んできた

という、そのような経過があろうかというよう

に思っております。 

 そういった中で、今、御質問の中に、いろん

な取り組んできた様々な内容等についても触れ

られておりました。 

 これは、いろんな意味において評価というこ

とになれば、着実に実施したということも踏ま

えても、いろんなそのようなそれぞれの、今議

会でもいろいろ御質問いただいておりますけど

も、立場、あるいは、そのようないろんな例え

ば子育て中の方、あるいは高齢者の方々、ある

いは、いろんな立場によりまして、やはりこの

辺はとか、やはりこういった点はとかという部

分の中における市民の皆様の多様なニーズがあ

る。 

 そこに、いかにきめ細かく、そしてまたタイ

ミングを失しないような施策を打ち出すかとい

うことについて、どこまで十分にということに

なれば、私自身も様々な形で考えざるを得ない

ところがいっぱい、今、あるということも、ま

た正直に申し上げておきたいというように思っ

ております。 

 そのようないろんな変化の激しい予測のつか

ない社会変化にどのように向き合うのかという

部分の中におきまして、それぞれの一つの皆様

の協力をいただきながら取り組んできたという、

そのような経過の中で、ちょっと事例として申

し上げますけども、一つは、平成30年度から進

めてきた遠野東工業団地、今月中に事業が完工

する予定になっておりまして、岩手県土地開発

公社のほうから事業費の確定ということが間も

なく示されるんじゃないのかなというように思

っておりますので、ものづくりの基盤が、高速

ネットワークの一つの完工とともに遠野にしっ

かり位置づけられるということになろうかと思

っておりますので、事業費が確定してことに伴

いまして、そこにいかに雇用の場としてのもの
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づくりの拠点を形成していくのかということが、

やはり、今、求められるということになろうか

と思っていますので、これにまず全力を挙げて

取り組まなければならないかというように思っ

ております。 

 さらには、高速ネットワーク、これは、震災

前は考えられなかった大変な大きな課題であっ

たわけであります。それが多く大変な犠牲の中

で、釜石自動車道全通、そしてまた立丸峠の二

つのトンネル、この間は、５日の日は、新区界

トンネルが完工いたしました。宮古の市長から

も電話がありました。大変な事業だと、盛岡と

宮古、難所がまたここで解消したので、しっか

りと道路ネットワークの効果を生かしていかな

きゃならないから、遠野市さんもよろしく頼み

ますよという話がありましたけども、そういっ

た道路ネットワークの一つの流れの中で、この

人・物が動かなければならない。 

 そういった中で、もう流通基盤が整ったとい

うことを踏まえながら、これはもう自動車用ゴ

ム製品の販売や輸出を手がけている誘致企業が、

当市への本社の移転につながる一つのプロジェ

クトといたしまして、新たな物流拠点を遠野に

建設をいたしまして、設置をいたしまして、釜

石港からコンテナでもって海外のほうに自動車

用部品を、あるいは東日本トヨタの動きの中で、

金ケ崎との連携をという中で、まさに沿岸と内

陸の拠点にある、あの中心地にある遠野の優位

性を生かしながらのプロジェクトも、その中に

形になって見えてきたということになるのでは

ないのかなと思っておりますので、これをしっ

かりとフォローすることによりまして、いうと

ころの雇用、あるいは産業振興、そして、人と

物の動きといったようなものを生かしていかな

きゃならない大きな一つのプロジェクトになる

んではないのかなというように思っております。 

 また、これも大変な議論をいたしました。何

度もこの議会の中で、議場の中で議論をいたし

ましたけども、ふるさと公社を新しい経営体に

持っていくという部分につきましては、本当に

実に悩ましい課題と向き合わざるを得ませんで

した。 

 しかし、これは、しっかりとした第２ステー

ジを造るまさにチャンスだと、このチャンスを

逃すわけにいかないという中で、政府系金融機

関であります地域活性化支援機構という、ＲＥ

ＶＩＣというそのような組織がふるさと公社の

民営化といったものに全面的に応援をするとい

う一つの仕組みができまして、去る７月には新

しい会社が立ち上がったということの中にあり

まして、風の丘のプロジェクトと連動しながら、

ハード・ソフトが、今、しっかりと組み合わせ

をしながら動いており、これは来年の４月には

一つの形になって見えてくるということになる

わけでございますから、交流人口、観光振興、

あるいはインバウンドの受皿と中にありまして、

一つの新たな形が見えてくるのではないのかな

と思っております。 

 遠野風の丘ということをよく言うわけでござ

いますけども、正式な名称は「遠野市情報交流

センター」という一つの名前になっているわけ

であります。情報交流センター、これをまさに

ハード・ソフトとしながら、いろんな人が行き

交うそのような一つの大きな拠点に持ち込むこ

とができるし、また、持ち込まなければならな

いんじゃないのかなというように思っておりま

す。 

 さらには、「ホップの里からビールの里」と

いうプロジェクトも一つ一つ形になって見えて

まいりました。ホップ産業が高齢化という中で

どんどん辞めていく一つの流れの中におきまし

て、地域おこし協力隊員の一つのマンパワーが、

そこがしっかりとホップ農家の方々と連携を図

りながら新たな産業振興、新たな情報発信とい

うところに、今、持ち込むようなプロジェクト

に位置づけられておることになったわけでござ

いますから、これも一つのしっかりとした中で、

この遠野の特産品、ホップの里からビールの里、

そこによって交流人口の拡大、そのような中に

おける一つの発信をしっかりと取っていかなけ

ればならないんじゃないのかなと思っておりま

す。 
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 これがまた、もう一方においては、昨日は、

この本会議場で中心市街地の活性化問題につい

ても佐々木大三郎議員といろいろ議論をいたし

ました。そのとおり、なかなか道半ばというこ

とがあるわけでございますけども、これもまた

遠野の魅力を構成し、そしてまた、今、申し上

げましたような様々な物流、人の交流、そして

またオリンピック・パラリンピックが１年延期

になったわけでございますけども、来年はワク

チンも開発され、オリンピック・パラリンピッ

クも東京でということになるであろうし、また、

そうしなければならないとなれば、地方の役割

が、遠野の魅力がということがそこの中に出て

こなければならないわけでありますから、ただ

いま申し上げましたようなプロジェクトを踏ま

えながら、これをしっかりと形にし、そして、

内容を遵守させていかなきゃならないかという

ように思っておりますし、子育て環境、これも

まさに、子育てするならば遠野という中におき

まして、この条例とプランと、そして、基金と

いったような三本柱の中におきまして、切れ目

のないそのような子育て環境をしっかり整える

ことにより、出生数なり、あるいは人口の減少

といったものに少しでも歯止めをかけるような、

そのような手立てもまた講じていく、少しは手

応えが出てきたのかなという感じはしておりま

すけども、これは、やはり息の長い一つの取組

ではないのかなと思っております。 

 それから、午前中の佐々木恵美子議員の質問

の中にもありました、高校２校体制、これは、

正直なところ本当に大きなプロジェクトであっ

たわけであります。県という組織が、もう明確

に計画の中で示したものを白紙撤回するという

ことは、よほどの力がなければ、それを白紙撤

回に持ち込めないということになったわけでご

ざいますけども、市民の力、そしてまた、高校

生諸君のあの目覚ましい力、それが魅力という

ものにつながりながら、県が示したハードルを

越えるという一つの成果を得て、結果的には白

紙撤回、２校存続というそのようなものに持ち

込むことができたというような、やはり、私は、

職員のほうにはよく話しているわけでございま

すけども、総合力という言葉が大事だぞという

ことを言っているわけでございますけども、総

合力を一つ発揮した一つのプロジェクトじゃな

いのかなと思っております。 

 それから、御質問のありましたとおり、小さ

な拠点、これは、遠野市民センター構想、そし

てまた、カントリーパーク構想、もう50年の歴

史があるわけであります。しかし、この人口が

もう２万6,000人台になったという中にありま

して、新たなステージをつくらなければならな

いということで、５年越しの取組の中でようや

く、この小さな拠点づくり、それは、支え合う

という言葉の中でそれを位置づけるという中に

おきまして、社会福祉協議会、あるいは住民自

治という中で地域づくり連絡協議会の皆様とし

っかりタッグを組むような、そのような第２ス

テージも見えてきた。新たな地域コミュニテ

ィーの一つの形成が見えてきたということも、

一つのこの３年間の取組の中にあったのではな

いのかなというように思っております。 

 今、頭にあったことにつきましていろいろ申

し上げたわけでございますけども、その他にも

いろいろやってみたい。これはしなきゃならな

い。市民の皆様のニーズはこのとおりやる。産

業振興、産業振興といってもいろいろあるわけ

であります。米農家の方々、あるいは畜産農家

の方々、よく工商連携というわけでありますけ

ども、これをどうするのか。あるいは、もう一

方においては園芸、あるいはそのようなものを

どのように持っていくのか、いろんな分野があ

る部分につきまして、もっとタイミングを失し

ないでやらなければならないというものもいろ

いろあったわけでございますけども、その辺の

ところについては十分、きちんと冷静に検証し

ながら、職員共々しっかりと連携を図りながら、

あるいは議員各位の御理解もいただきながら、

そしてまた様々な分野の市民の皆様のお知恵も

お借りしながら、このような課題に向き合って

いかなきゃならないかというように思っている

ところでございますので、そのことを申し上げ
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まして、ただいまの御質問に対するお答えとさ

せていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  様々な市民ニーズがあ

る中で、産業振興、雇用確保、そして、子育て

支援等のプロジェクトに取り組んできたという

ふうに捉えました。 

 次の質問に移ります。 

 様々な課題がある中で５期目の任期は既に残

り１年を切り、ラストスパートに突入している

段階だと思いますが、残りの11カ月弱の期間で、

本市のまちづくりや市政課題への取り組みにつ

いて、どのような考えをお持ちになって対応さ

れていこうとするのか、お尋ねをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  先ほどの質問の中で、

この３年、あるいは５期目ということになろう

かと思っておりますけども、いろいろ取り組ん

できた課題等につきましての状況を申し上げま

した。 

 もちろんこれは、そのようなことをやってき

たということでの自慢話をしているわけじゃあ

りません。みんな、それぞれの課題を抱えてお

ります。いろんな問題があります。それをどの

ように丁寧に向き合いながら謙虚になって、そ

れに向き合っていくのかということがやはり一

番大事であります。 

 私は、座右の銘といたしまして「全力投球」

という言葉、あるいは「誠心誠意」という言葉

を一つ特に好んで使っております。残り１年と

いうことになろうかと思っておりますけども、

この与えられた一つの市長の任期というものの

中に、役目といたしまして、全力投球、誠心誠

意市政課題に向き合うという中で、このような

一つの市政課題は、まさにたくさんというより

も山積しているわけでございますから、それに

謙虚に、そして真摯に、そして全力投球で、さ

らには誠心誠意向き合ってまいりたいというよ

うに考えているところでございますから、それ

をもって答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  10分間休憩いたします。 

   午後１時59分 休憩   

────────────────── 

   午後２時09分 開議   

○議長（浅沼幸雄君）  会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。９番瀧本孝

一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  先ほどは、残された任

期も全力投球、誠心誠意、そして、謙虚に真摯

に努めていくという御答弁をいただきました。 

 次に、先般の議員全員協議会に、本市の第２

次総合計画である平成28年からの前期計画が、

本年度で終了することにより、来年度から令和

７年度までの５カ年の後期計画が示されました。

人口減少と少子・超高齢化をはじめ、社会構造

の大きな変化の中で、将来予測の見極めが非常

に困難な時代を迎えています。 

 今般の新型コロナウイルス感染症の流行や、

予期せぬ災害の多発する時代の中で、総合計

画・後期計画策定を取りまとめるに当たり、厳

しい予測の中での計画に懸けた思いや、本市の

これからの５年に対する決断はどのようなもの

であったのか、それをお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  後期計画を、先般、お

示しを申し上げました。前期５カ年、後期５カ

年という中で、10カ年計画として総合計画を位

置づけているわけでございますけども、今、御

質問ありましたとおり、第２次遠野市総合計画

後期基本計画は、令和３年度から令和７年度ま

での５年間という中で期間を決めているわけで

あります。 

 したがいまして、27年度に策定いたしました、

一つの10年間を５年刻みにしながら、理念を

「永遠の日本のふるさと遠野」といったものを

実現に向けた施策を進めていくということに位

置づけているわけであります。 

 これは、人口減少・少子高齢化という流れの



－ 95 － 

中にありましては、遠野としての産業振興と雇

用の確保、少子化対策と子育て支援、これは同

様に取り組んでいかなきゃならない一つの遠野

の課題ではないのかなというような中で、この

二つを同様に重点項目として取り組んでいくと

いうそのような内容にいたしました。 

 後期基本計画の策定に関しては、５つの策定

方針を掲げております。今、御質問ありました

とおり、先行き不透明な時代になっております。

また、情報化といったものが急速に進展してお

ります。気象変動というものが出てきておりま

す。さらには、新型コロナウイルス感染症とい

う新たなそのような未知のウイルスも、我々人

間社会、人類に押しかかってきているというよ

うな状況にあるわけであります。 

 そのようなことを踏まえまして、この高度情

報の進展化に伴う、一方においては少子高齢化

という時代の流れ、急速に進化する高度情報化、

それからまた一方においては、地球温暖化、異

常気象、さらには、新型コロナウイルス感染症

に象徴されるような新たな脅威への対応など、

これまで経験したことのないその流れにどう向

き合うのかというように、そのような意味にお

きましては、大変な一つの課題であったという

ように思って作業を進めたということでありま

す。 

 特に今回は、新型コロナウイルス感染症によ

る、いうところの非日常というのが続いており

ます。新たな生活様式が求められてきておりま

す。そして、今後５年間にこのようなものの中

で、まちづくり、あるいは地域づくりを進める

ことができるよう、御質問で言われていました

とおり、先行きをどう見通しするのかというの

がやはり大きな課題でありました。 

 そういった中におきましても、何度も申しま

すけども、語ろう会のいろんな若い方々、現場

の方々の声、あるいは議員各位からもいろいろ

意見等をこの議場を通じながら、あるいは委員

会とも通じながら、あるいは常任委員会とも通

じながら、様々なニーズ、あるいは意見等も頂

いております。さらには、分野別にもいろんな

分野の方々からの意見等も頂いてまいりました。 

 そして、この５つの大綱別に３回の分科会を

総合計画審議会の中に開催していただきました。

大変活発な議論が展開されました。25人の委員

でもちまして、活発な意見が展開されました。

約200項目に及ぶ様々な意見・提言をその中で

取りまとめることができたという部分の中にお

きまして、これをこの後期計画の中にいうなれ

ば取り込むことができたと。可能な限りこの計

画に反映させようという中で、それぞれ、いう

ところの財源見通しも含めながら対応してきた

ということであります。 

 もう一方においては、これに先導する形でも

ちまして、遠野スタイル総合戦略、そういう一

つの、遠野スタイル創造・発展総合戦略、これ

は、いうところの地方創生法に基づくまち・ひ

と・しごと総合戦略に基づく一つの計画なわけ

であります。これも５年ごということになりま

すので、昨年が、令和元年度がその最終年度で

ありましたので、それに基づきまして遠野スタ

イル創造・発展総合戦略といったようなものも

一つ打ち立てました。 

 そして、さらには、これも災害対応等で遠野

市の中におきましても、いうところの国土強靭

化という中で災害対応、あるいは、社会インフ

ラをどう整備するのかという部分につきまして

の大きな課題があったわけでございますから、

これは、県内で２番目でありますけども、国土

強靭化法に基づく地域計画を今年の３月に策定

をいたしました。 

 これらの総合戦略、あるいは国土強靭化法に

基づく地域計画に基づく計画の中のものについ

ても、これを総合計画の中にしっかりと位置づ

けたということでありますので、その辺のとこ

ろの整合性は取れたんじゃないのかなというよ

うに思っております。 

 いずれ、この459の施策等を総合計画の後期

計画に位置づけているわけでありますけども、

そのうち、個別施策のうち約７割は見直しを行

ったということでありますので、それを、ただ

前期の部分の積み残しを後期のほうに持ってい
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ったということではなくして、やはり見直しと

いうことも極めて大事であります。 

 その辺のことを行いながら時代の流れに幾ら

でも向き合うような、そのようなものを意識し

ながら総合計画の後期計画を策定をしたという

ことでありますし、またこれを絵に描いた餅に

するわけにはいきませんからという中で、「第

四次遠野市健全財政５カ年計画」もその中にリ

ンクさせたと。 

 ただ、この部分につきましては、昨日も話し

合いましたとおり、人口減少、あと、それに伴

う交付税、あるいは市税、様々なものにつきま

しての維持管理も含めてのいろんな経費がかか

るわけでございますから、それはしっかりと緊

張感を持って見直しをしながら、あるいは一部

修正という話も昨日も出ましたけども、しっか

りと見直しをしながらやはり財源確保、財源確

保のためには、やはり国・県のしっかりとした

パイプを持っていなければなりません。 

 その中におきまして、今日もありましたけど

も、午前中の議会が終わりましたならば、机の

上に特別交付税の内示額が上がっておりました。

12月には交付されるわけでございますけども、

それに一喜一憂するような状態の中で、今、財

政運営にも当たっているわけでございますので、

そのためには、やはりしっかりとした遠野の底

力を示すためには、まさに市民一丸という一つ

の仕組みの中で向き合っていくことによって、

国や県や民間の方々の応援もいただいて、この

計画が着実に進むという環境ができるんじゃな

いのかなと思っておりますので、そのことを申

し上げて答弁といたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  先の見通せない世の中

にあって苦労して計画を練り上げ、459の事業

のうち７割を見直したというふうに認識をいた

しました。 

 次に、ところで、日本の国はこれからも少

子・高齢化で一段と人口減少が進み、経済や国

力が衰退し、ますます地方の存続は不透明な時

代になりつつあると思われます。 

 そのような中で、市長は、10年後20年後ある

いは50年後のスパンで遠野市の未来を考えたと

きに、これからの本市の将来展望をどのように

捉えているのか、また将来に向けた長期的な課

題についてどのように捉えているのか、現時点

での市長の認識をお伺いいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  現時点でのということ

でありますので、なかなか、その先行き、見通

し、あるいは展望ということになれば、もちろ

ん見通し、展望というものをしっかり持たなき

ゃなりません。 

 一つのやはり将来像というのもしっかりイ

メージしなければなりません。どうでもいいん

ですと言うわけにはいかない。どのような形の

遠野というものがその中にあるのか、20年後、

30年後、あるいは50年後ということになったと

きに、やはり基本となるのは、やはり人口とい

うものをどう見るのかということになるんじゃ

ないのかなと思っております。 

 やはり、人口が一つの基本数値とあって、そ

の中でそれをどのように新たな仕組みに持って

いくのか、新たな制度をつくるのかというとこ

ろにやはり持っていかなきゃならないかという

ように思っておりまして、平成30年３月に発表

された、国立社会保障・人口問題研究所の数値

によりますと、これは20年後の令和22年度であ

ります、20年後の令和22年度、西暦にいたしま

すと2040年、今、2020年ですから、2040年とい

えばすぐです。そのような2040年、当市の人口

は２万人を割るというそのような厳しい数字が

出ております。 

 さらには、これも令和27年度です、令和22年

度が2040年ということになれば、2045年という

ことになります。令和27年度、これも国立社会

保障・人口問題研究所の数字でありますけども、

人口は１万7,500人まで減少するという、その

ような厳しい数字が出ておりまして、その中に

は、生産年齢人口と呼ばれる15歳から64歳の割
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合が、65歳以上の老年人口を下回るというよう

な、そのような人口構造といたしましては厳し

い、かなり厳しい数字が示されております。 

 そのようなことを踏まえながら、先ほど申し

上げました遠野スタイル創造・発展総合戦略、

この中におきましても、各種施策の展開により

まして、何とか令和22年の人口目標を、これは

2040年であります。その中においては２万台、

２万500人程度に抑え込むことができないだろ

うかというような、そのような一つの目標を持

ちました。 

 これは、要するに国が示した数字で仕方がな

い、やむを得ないじゃない。遠野が持つ誇るべ

き地域資源がある、地勢的な優位性もある、沿

岸と内陸の中における一つの立ち位置としても

非常に有利な条件にある。そのようなことを踏

まえながら、歴史と伝統を持っている町である。

それを踏まえれば、まさに日本のふるさと遠野

としての新たな魅力と発信ができるんじゃない

だろうか。 

 そうすると、人口減少というものは避けられ

ないとすれば、交流人口、あるいは、もう一方

で言った、移住・定住という流れを遠野の中に

求めて、それをしっかりとゲットをするという

そのような施策がやはり今のうちからいろいろ

仕掛けていかなかなきゃならないんではないだ

ろうかというように思っております。 

 特に、あまりにも進む一極集中の構図は、い

ずれは、私は限界が来ると思っております。新

型コロナウイルス感染症が、そのことをしっか

りと数字として示しているわけであります。 

 毎日出る、あの陽性反応者の中で右往左往し

ているのはどこかとなれば、人口集中地域の中

におきましては、本当に、本当に悩ましい問題

の中で、現場の方々は大変苦労されておる。 

 医療従事者の方々は命をかけて、まさに命を

守っているというような状況の中にあるわけで

ございますから、こういう状態を放置しておく

わけにはいかない。したがって、地方の果たす

役割、あるいは地方が持つ有利な条件といった

ものを、その中に今のうちからしっかりと仕掛

けをしながら人口減少問題にも向き合うという、

そのようなフィールドと申しますか、そのよう

な環境は遠野にあるんじゃないのかと。また、

それは遠野が持っているんじゃないだろうかと。

それをしっかり生かすことによってという中に

取り組んでいかなきゃならないかと思っており

ます。 

 それから、もう一方、過疎問題が、今日、午

前中いろいろ議論されました。過疎問題は、何

がとなれば、森林資源であり、いうところの地

球温暖化も含め、環境問題も含め、再生可能エ

ネルギーも含め、過疎地が持っているのは森林

資源なわけであります。したがって、この過疎

対策というのは、やはり、この豊富な森林資源

をどう利活用するかということも、また一つの

過疎対策につながるということになるわけでご

ざいまして、この生活と密接に関わる時代の流

れとともに価値が失われつつあるという、いう

なれば、安い外材を求めればいいんだというよ

うなそのような時代もありました。 

 そうじゃないと、山をしっかりと手入れをし

ながら、川上から川下の循環型の一つの産業を

興していかなきゃならない。それでいて過疎対

策にもつながる、雇用にもつながるということ

になるわけでございますので、この国が示しま

した森林環境譲与税のこの創設によりまして、

再び、この森林資源といったものが着目されて

いるわけであります。 

 遠野は、82％が森林資源であります。そのよ

うなことを踏まえれば、当市が誇る林業・木材

産業の一大拠点、これは、まさに全国に冠たる

一つの仕組みとして木工団地があるわけであり

ます。したがって、この木工団地のこれまでの

歩みをしっかりと総括しながら、繰り返します

けども、川上から川下というこの一つの仕組み、

サイクルを生かすような、そのような産業振興

の一つの仕組みを新たにしっかりしたものにし

たいと思っておりまして、今、担当部のほうに

おきましては、森林組合であるとか、木工団地

であるとか、いろんな方々と協議をしながら、

できれば、この３月には、この木材に係る森林
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資源の利活用に係る新たな遠野ならではの森林

環境譲与税とリンクしながら、遠野ならではの

条例を制定をしながら、川上から川下の産業振

興をしっかりしたものに持っていくというその

ような取組を加速させて、作業が間に合えば３

月議会にでもしっかりと議員の皆様に御説明を

申し上げながら、それを新たな仕組みに持って

いって、この森林資源を利活用するようなその

ような新たな地域づくりの一つの大きなステー

ジをつくりたいなというように考えているとこ

ろでございますので、よろしくお願いを申し上

げたいというように思っております。 

 そのほかにも、この部分におきましては、一

つ、この動きの中におきまして、これは一つの

統計の数字でありますけども、総務省統計局が

発表した数字があります。「住民基本台帳住民

移動報告」というものが総務省統計局が発表し

ております。 

 今、質問がいろいろありました新型コロナウ

イルス感染症がいろんな形であちこちに様々な

悩ましい課題を突きつけているということは申

し上げたとおりでありますけども、この７月か

ら10月までの４カ月間、東京都の人口が転出増

になったと。その数は約１万3,400人が東京を

離れたという数字になっているわけであります。 

 したがって、よく言うピンチはチャンスとい

う言葉があるわけでございますけども、命と向

き合って懸命に頑張っているこのコロナ対策の

中におきまして、そのような言葉を使うという

こと自体はあまり適当ではないかというように

思っておりますけども、やはりそのような一つ

のしたたかな中におきまして、遠野がそのよう

な転出という、首都圏からの転出といったもの

についての地方がその受け皿になる。 

 国土の均衡ある発展にものを持っていく、そ

のために、高速ネットワークが生かせることが

できると、情報通信機能がそれで生かせること

ができると。そのような一つの環境を、今、私

どもにも与えているのが、この新型コロナウイ

ルスではないのかなというように思っていると

ころでございますから、このような数字を私ど

ももしっかりと真正面から受け止めながら、そ

の環境づくり、あるいは、その受皿づくりとい

ったものに、やはりこの計画の一つの進行管理

をそういったものを踏まえながら対応してまい

りたいというように思っているとこでございま

すので、ちょっと思いをということでございま

したので、その思いとそういったものを踏まえ

ながら後期計画の策定作業に当たったというこ

とを申し上げて答弁とさせていただきます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  基本は人口であると。

そして、遠野の持つ資源を有効に活用して将来

をつくっていくというふうに捉えました。 

 私は平成29年３月の議会の一般質問において

も、同じような質問をさせていただいた経緯が

あります。それに対する市長の答弁から、次の

任期に懸ける進退の答えが翌日の地元紙にも取

り上げられましたが、今回は一つ早い議会の中

であえて質問をさせていただきました。 

 １項目めの最後に伺います。重要な市政課題

が山積する中で、残り１年を切っている段階で

すが、様々な選択肢があるとは思いますが、次

のステップに向かってどのように対応をなさろ

うかとしているのか、現時点での市長の見解を

お尋ねいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  どのようなステップで

次のということでありましたけども、やはり、

基本は継続が基本だというように思っておりま

す。したがいまして、前期計画をしっかり総括

をしながら、後期計画ということになるわけで

ございますけども、それの中におきまして、繰

り返しますけども、時代の流れ、あるいは社会

経済情勢の流れ、いろんな部分が今やアメリカ、

あるいはヨーロッパ、先ほどＲＣＥＰの話も菊

池巳喜男議員ともいろいろ議論を交わしました

けども、そのような動きがどんどん出てきてい

るわけでありますから、常にアンテナを高くし

ながら、やはり基本は情報をしっかりと把握す
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る。ただ、それを把握しただけじゃない、やは

り分析能力を持たなきゃなりません。 

 それが遠野にどのような影響を及ぼすかとい

うことを踏まえながら、やはりステップアップ

をしていくということが基本じゃないのかなと

いうように思っておりますので、それを基本と

しながら対応してまいりたいというように思っ

ております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  情報をしっかりと把握

しながら分析して、次に進んでいくということ

でありました。 

 それでは、次に大項目２点目の、東北デステ

ィネーションキャンペーンについての質問に移

り、同じく市長からの答弁を伺うものでありま

す。 

 先般、会派の勉強会でＪＲ遠野駅長の川口春

樹氏を講師に迎え、お話を聞く機会がありまし

た。その中で遠野駅舎や観光施策関連などを含

めた講話があり、来年４月から９月までの半年

の期間、東北６県の自治体とＪＲ東日本５支社

などが協力体制を組んだデスティネーションキ

ャンペーン推進協議会が主体となり、東日本大

震災後10年となる節目の観光イベントが企画さ

れていることを知りました。 

 この１年、新型コロナウイルス感染症という

見えない敵の影響により、新しい生活様式なる

日々の暮らしや、これまでの会社勤務のあり方

が、特に大手企業では在宅リモートという形に

変化をし、国民の生活は不要不急の外出を避け

るという名目で、旅行をはじめ遠出や飲食・観

光等を控えなければならない状況でした。日本

経済は、飲食業や観光業、製造業など多方面に

わたり大きな打撃を受け、政府もこれまで数百

兆円規模の補正対策を行っていますが、終息の

見通しは立っていないというのが実感でありま

す。 

 このような中で、先般公表された東北デステ

ィネーションキャンペーンは、「巡るたび、出

会う旅。東北」をキャッチコピーに企画されま

した。 

 コロナ感染症の終息は不透明ではありますが、

観光業や宿泊業・飲食業にとっては大きな回復

のイベントとなり得る可能性があります。いや、

官民を挙げて絶対そうして成功させなければな

らないビックキャンペーンだと、私は思います。 

 最初に、横文字に弱い私ですが、まずデステ

ィネーションという言葉の意味を理解している

市民の方々は、どれくらいいらっしゃるのでし

ょうか。デスティネーションという英語は、行

き先・目的地という意味がありますが、東北Ｄ

Ｃは、東北６県を行き先や目的地とした旅行企

画であると捉えられますが、市長はこのキャン

ペーンの意義をどのように位置づけられている

のかについてお尋ねをいたします。 

 また、このコロナ感染症が拡大する中、どの

ような予防対策、経済対策をしてこの東北ＤＣ

に臨もうとしているのかについて、見解を伺う

ものであります。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  行き先、それをいうな

れば、キャンペーンをするという中におきまし

て、東北がついているわけでありますが、東北

に行こうという、そういうキャンペーンなわけ

でありますから、東北デスティネーションキャ

ンペーンと言われたら何だろうと、いや、みん

なで東北に行こうという、そのようなキャン

ペーンを張りながら、経済、あるいは交流人口、

観光振興をしっかり図っていくという、そのよ

うなキャンペーンが2021年、ＪＲグループ、そ

して、東北各自治体もそれに連動しながら、協

力しながら、もちろん民間の観光業者の方々も

しっかりタッグを組みながら大規模な観光キャ

ンペーンを行うというのは2021年の東北デステ

ィネーションキャンペーンであります。 

 ちなみに、近年ではということでありますけ

ども、平成24年の４月から６月まで３カ月間、

これは、いわてデスティネーションキャンペー

ンが大々的に開催されました。要するにＪＲグ

ループが岩手に行こうというキャンペーンを張
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ったわけであります。 

 その結果といたしましても、ちょっと数字を

持っているわけでありますけども、平成24年４

月から６月まで、遠野市のこの日帰り観光客は

51万9,000人で、震災前である平成21年の50万8,

000人を１万人上回ったという、そのような一

つの結果が、この平成24年のいわてデスティ

ネーションキャンペーンの中で確認をされてお

ります。 

 そして、これは、その宿泊客数で見ますと、

平成24年４月から６月は３万人であったのが、

震災前である平成21年の１万6,000人を、１万4,

000人以上上回ったと。この、いわてデスティ

ネーションキャンペーンで、宿泊客が約３万人

で１万4,000人以上上回ったという数字を持っ

ているわけでございますから、この来年展開す

る東北デスティネーションキャンペーンは、経

済効果としても非常に大きいものがあるんでは

ないのかなというように思っております。 

 ちなみに、この、いわてデスティネーション

キャンペーンのときの数字をちょっと見ますと、

日帰り客の単価、客単価4,000円、宿泊客の単

価が6,000円とすると、１億3,000万円以上の経

済効果が遠野にもたらされたという、そのよう

な数字を私ども確認しているところでございま

すから、それをしっかりと踏まえながら、この

来年の４月の東北デスティネーションキャン

ペーンに備えなければならないかというように

思っております。 

 この震災から10年の節目だということ、復興

がしっかりと形に見えてきたということを一つ

の東北の姿を見ていただくということが一つの

柱。もう一つは、東北の観光ブランドの推進と

将来に向けての誘客促進、地域活性化を図るこ

とという一つの位置づけ、さらには、新型コロ

ナウイルス感染症の影響で大きく落ち込んだ観

光客の回復の役割を担っているという、そのよ

うな形での東北デスティネーションキャンペー

ンの位置づけになっております。 

 したがいまして、今、コロナが急速に国内で

拡大・拡散しているわけでございますけども、

何としてもこれを乗り越えなければならない。

乗り越えることによって、一つの、この東北デ

スティネーションキャンペーン、昨年度の４月

から10月までの入り込みを比較しますと、観光

施設で約45万3,000人の減。大変な落ち込みな

わけであります。そして、これは率にしますと

38.6％、宿泊客に至りましても２万3,000人の

減少、52％の落ち込みということになっている

わけでありまして、これも、昨年度の４月から

10月言いました。 

 今年度の４月から10月は、このとおりの大変

な落ち込みになっていますから、市内のこのよ

うな関係業者の方々、あるいは、飲食業を含め、

様々ななりわいとする方々に大変な影響を与え

ているということになるわけでございますので、

それを踏まえて第１次補正から第５次補正まで、

５号補正までタイミングを失しないような形で

社会経済対策の予算なども、国や県の交付金等

も活用しながら手を打ってきているわけでござ

いますけども、まだまだ考えなければならない

対策があるんじゃないのかなというように思っ

ております。 

 ちなみに、この市内観光産業の支援のために、

観光推進協議会が実施いたしましたクーポン事

業、７月から10月までの４カ月間で8,000枚の

利用がありまして、額にすると900万円ほど、

観光産業の一つの落ち込みの緩和につながった

という、そのような結果も出てきておりますの

で、これをしっかりとまたニーズを把握しなが

ら、必要な施策と申しますか対応もコロナ禍で、

今、タイミングを失しないような中での対策を

急ぎながら、４月からの東北デスティネーショ

ンキャンペーンにしっかりと誘客促進を図るよ

うな作戦と戦略を持って対応してまいりたいと

いうように考えているとこでございますので、

よろしくお願いをいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  非常に大きな意義のあ

るデスティネーションキャンペーンではないか

なと思いますので、コロナ対策と併せてしっか
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りと対応をお願いしたいと思います。 

 次に、デスティネーションキャンペーンは、

東北６県の力を掛け合わせて大きな力にし、東

北の魅力を国内外へ発信することによって、東

北観光のブランド化を推進し、復興に向けて歩

む姿を見せるとともに、国内外からの誘客や周

遊を促すことを目的にしています。 

 私は、震災復興10年目でこの東北ＤＣが開催

されることは大きな節目となり、その意味も極

めて大きなものと考えます。市長はこの10年目

という節目での開催の意義を、どのように捉え

られているのかについて、お尋ねをいたします。

併せて、震災復興10年目ということで本市とし

て何らかのイベント等、コロナ禍の中において

企画しているようなことがあればお示しを願い

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  来年の３月11日が参り

ますと、ちょうどこの震災発災から10年という

ことになるわけであります。 

 実は、昨日、議会本会議が終わった後、東京

大学の東日本大震災復興室のメンバーの方々が

８人ほど、私を訪ねてまいりました。そして、

その中に話があったのは、震災10年の来年の３

月25日に、東京大学としてシンポジウムを行い

たいと。したがって、大槌町の平野町長さんと

釜石の野田市長さんと遠野の私も含めて協力し

てもらえないかというような、そのような話が

ありました。 

 東京大学が遠野の後方支援という中におきま

して、遠野に分室を設けまして、ここを拠点に

しながら沿岸部と向き合ったという一つの経過

があるわけでございますから、この東京大学が

行う、この10年の一つのシンポジウムに、全面

的に遠野市としても協力しますということでお

答えを申し上げたわけでございますけども、い

ずれそのようなカウントダウンが10年という節

目の中で始まっているということに、改めてそ

のようなことを、そうなんだなということを感

じたわけであります。 

 先ほどいろいろ申し上げました、東北デステ

ィネーションキャンペーンの目的には、震災復

興も着実に進んでいるという、そのような震災

復興の姿も見てもらおうということも、そのデ

スティネーションキャンペーンの意義の中に盛

り込まれているということにあるわけでありま

す。 

 今、高田に津波の伝承館がオープンいたしま

した。陸前高田のほうに、奇跡の一本松という

ことを踏まえながら、大変な修学旅行の方々が

押し寄せてきているというお話も聞いておりま

す。戸羽市長さんからそういうお話がありまし

た。そのような姿を踏まえれば、この10年とい

う節目の中で、風化という言葉も出てきており

ます。風化させてはなりません。 

 この、いつ起きる、どのようなことが起きる

か分からない災害にどのように向き合うのかと、

命の大切さ、あるいは、それぞれ連携を図りな

がら信じあうというそのような、支え合うとい

うような仕組みがいかに大切であるかというこ

とを次の世代にもしっかりと伝えていかなきゃ

ならないということになるわけであります。 

 したがいまして、当市が手がけました一つの

自治体との水平連携、それを一つのいうなれば

構築いたしました後方支援活動、これを次の世

代にもしっかり伝え、そしてまた復興の姿も現

地で見ながら、一方においては、市町村同士の

水平連携というものがいかに大切であるのか、

もちろん、国・県・市町村という垂直連携も大

事でありますけども、市町村という水平連携も

大事にしなければならないという部分の中で、

それもしっかりとみんなで確認をし合うという

ことも大事じゃないのかなと思って、そのよう

なことを踏まえながら、後方支援資料館のリニ

ューアルについても、第４号補正の中でいろい

ろ議論いただいた結果といたしまして承認をい

ただいたという中で、今、準備を進めているわ

けであります。来年３月にはオープンを予定を

しているところでございますけども、この中に

は、やはりしたたかな一つの戦略も持たなけれ

ばならないのかなと思っております。 
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 今、新型コロナウイルスがもたらした影響と

いたしまして、修学旅行が、首都圏とか京都・

大阪の流れが大きく変わっているわけでありま

す。東北の震災復興の様子を見ようという部分

の中で、この震災の現状・復興、そして命の大

切さ、災害にどう向き合うのかという部分にお

きまして、修学旅行の中学生、高校生、あるい

は小学生の方々が、デスティネーションキャン

ペーンとも合わせながら東北のほうに向いてく

るということが流れとしてあるわけでございま

すから、この部分におきましては、後方支援資

料館の中においてもしっかりと立ち寄っていた

だく、もう一方においては、ふるさと村等にも

寄りながら、まさに日本のふるさと遠野という

ものをしっかり体感してもらう。 

 そのような、一つの沿岸と内陸、都市と地方

という一つの関係の中におきまして、遠野の示

す役割といったものは、後方支援資料館の中に

も見出すことができるんじゃないのかなという

ように思っておりまして、この部分の中におき

ますと、そうすると、高速道路で一気に釜石に

行く、大槌に行くんじゃない。 

 まず、遠野に立ち寄って、遠野の中のいろん

な遠野ならではの地域資源、ふるさとを体感し

てもらいながら沿岸部のほうに向かおうかと。

沿岸部のほうでいろいろ被災地の状況を見たな

らば、遠野を通って新幹線、あるいは花巻空港

といったような、あるいは、高速道路というよ

うな流れの中に持っていくのかという中におき

まして、この修学旅行生や自治体研修なども併

せながら、幅広く情報発信を取り組むという中

で、このデスティネーションキャンペーンと復

興10年といったようなものをしっかりと縦糸、

横糸に結びつけるという、そのような戦略の中

で考えていかなきゃならないんじゃないのかな

というように思っております。 

 もちろん、様々な形でやらなきゃならないい

ろんな事業があるわけでございますけども、そ

のような一つの中におきまして、やはり遠野が

持つ地域資源をしっかりと環境整備をしながら、

そのような流れを受け止める。それを地域の経

済の活性化につなげていく、それが東北デステ

ィネーションキャンペーンとしっかり重なり合

わせながら、新幹線、あるいは釜石線、そうい

ったものを活用しながらどんどん送り込んでも

らうというところに、やはりデスティネーショ

ンキャンペーンとの連動・連携といったものが

意味を持ってくるんではないのかなと思ってお

ります。 

 もちろん、さくら祭り、日本のふるさと遠野

まつり、あるいは、まさに遠野ならではの馬力

大会、このような一つのこれまでの大きなイベ

ントも、今年は、新型コロナウイルス感染症の

関係で中止ということをせざるを得なかった状

態なわけでありますけども、2021年、令和３年

は、このようなものにもしっかりと向き合いな

がら、デスティネーションキャンペーンの事業

と連動させていきたいというように考えており

ます。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  震災からの復興の姿を

しっかりと見せて、修学旅行生などにも来ても

らえるような環境づくりというふうに受け取り

ました。また、３月末には、東京大学のシンポ

ジウムもあるということも話をされました。 

 次に、この東北デスティネーションキャン

ペーンは、来年４月１日から９月30日までの半

年間の期間で開催される予定となっていると伺

っています。 

 今からしっかりとした準備が必要と思われま

すが、観光予算に関し、岩手県は青森県の10分

の１、ＤＣパンフレットも青森県や宮城県が50

ページ前後のカラーの立派な冊子でございます。

これに対して、岩手県は見開きＡ３の１枚物で、

この事業に対する力の入れ方が違うと感じられ

ました。 

 このことから、本市としても一定額の予算を

投入して誘客につながる施策が必要であり、こ

の事業に対する県やＪＲ東日本及び旅行会社や

関係団体との連携、そして、市民の皆様への御

理解や御賛同を得ての周知体制と、おもてなし
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なども極めて大事であると思われますが、それ

らについて見解をお尋ねいたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  ただいまの質問の中で、

青森県、あるいは宮城県等のパンフレットが実

物が示されました。私もそのことを承知してお

ります。したがって、遠野市が一人で頑張って

も、ある意味では限界がある。限界があるとい

うことは、この観光客は遠野だけに来るわけじ

ゃないわけです。 

 例えば平泉に立ち寄る。そしてまた、花巻の

ほうの温泉のほうでゆっくりしながら、一方に

おいては盛岡のほうに向かう、宮古のほうに向

かう、遠野に向かう、遠野に向かえば、遠野の

方々は、高田のほうに行くのか、釜石に行くの

か、あるいは宮古方面に行くのかというような

一つの結節点にあるということになれば、お互

いに連携して、持ちつ持たれつの一つの力を示

さなきゃならないのが観光振興なわけでありま

す。 

 これは、非常に私どもとしては、この観光推

進を、ごく当たり前のことなんだけども、なか

なかその仕組みがうまく機能しないという一つ

のもどかしさの中にもあるということでありま

すけども、今般のデスティネーションキャン

ペーンにおきましては、遠野市観光推進協議会、

これが14団体加入しております。 

 そして、ＪＲ東日本株式会社、ＪＲ東日本で

ありますね。県などと連携しながらいろんな情

報発信、あるいは新しい観光メニューなどの創

設などを行ってきております。 

 そして、その中で、東北デスティネーション

キャンペーンの特別企画、あるいは旅行商品を

企画するという部分におきましては、ＮＰＯ法

人でありますけども、遠野山・里・暮らしネッ

トワーク、一般社団法人遠野市観光協会、さら

には、先ほど申し上げました観光推進協議会に

加えながら、様々な、元地域おこし協力隊のメ

ンバーなども協力しながら企画し、ＪＲ東日本

のほうに申し入れをしながら、新たな商品とし

て採用されているプロジェクトもあるわけでご

ざいますので、そのようなことをこの12月、１

月、２月、しっかりと組立てをしながら、もう

一方においては、花巻なり、あるいは平泉なり、

そういったところとの連携、あるいは県の観光

協会、あるいは県の商工労働観光部であります

ね、そういったところとも連携をしながら対応

していかなきゃならないかというように思って

おります。 

 ＪＲ東日本では、近年では平成26年、先ほど

言いましたとおり、いわてデスティネーション

キャンペーンをはじめ、様々ないろんな仕掛け

を行っております。 

 先ほどの第１問のときでありましたけども、

四季島も、この間、遠野に来ていきました。わ

ざわざ来ているわけであります。そのような形

でのＪＲとの四季島の立ち寄りなども一つの追

い風としながら、やはりこれまでの、ＪＲ東日

本、繰り返しになりますけども、ＪＲ東日本、

キリンビール、それから、地域経済活性化支援

機構、いうところのＲＥＶＩＣというふるさと

商社の、そのような支援してくれるそういう組

織ともしっかりタッグを組む。 

 この地域経済活性化支援機構というのは、観

光遺産産業化ファンドという一つの仕組みを持

っているわけであります。観光遺産産業化ファ

ンドということになれば、まさに手を組もうと

したのは、このＲＥＶＩＣが手を組もうとした

のは、平泉と遠野市なんです。 

 遠野市と連携を図りながら、ふるさと商社の

経営に参画をするというような判断をしてくれ

たわけであります。これは、大変な追い風なわ

けであります。その部分を我々もしっかりと正

面から向き合いながら、こういったような仕組

みをさらに充実させ、いうなれば誘客を図り、

交流人口のあれを図る。そこで地域経済の活性

化もその中に見出していくということになろう

かと思っていますので、こういった関係機関と

の連携をしっかりと図ってまいりたいというよ

うに思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 
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   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  私も、関係団体としっ

かりと連携を組んでいくことが誘客につながっ

てくるのではないかなというふうに思います。 

 前の質問にも関連いたしますが、今からしっ

かりと準備態勢を構築しても、コロナ禍の中で

のデスティネーションキャンペーンとなるかも

しれません。しかし、観光関連業界の起死回生

とも捉えられる東北ＤＣは、極めて大事な事業

であることから、現段階での本市の取り組み状

況とこの東北デスティネーションキャンペーン

で、市や市民が果たすべき役割はどの様なもの

かについて、その考えを伺います。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  観光推進協議会のほう

におきましては、戦略会議を随時開催をしなが

らいろいろ準備に当たっているということであ

りますので、これは、しっかりと市としても連

携を取りながらバックアップをしてまいりたい

というように思っております。 

 その中におきまして、この落ち込んだ観光客

の回復をどのように持っていくかとなれば、こ

のデスティネーションキャンペーンは重要なキ

ャンペーンとなるものというように認識もして

おります。 

 このデスティネーションキャンペーンの準備

といたしまして、ソフト面につきましては、や

はり遠野ならではの四季の春夏秋冬といったよ

うな四季の、この豊かな地域資源であります。

それから、いうところの食文化、あるいは歴史

文化、歴史、あるいは二次交通との一つの連携

を図りながら、ＪＲ東日本と県との一つの連携

の中におきましていろいろ組み立てた事業があ

ります。その事業は、36項目に及ぶ観光メニ

ューがその中で生み出すことができたという報

告を受けております。 

 その結果といたしまして、東北デスティネー

ション特別企画岩手県版に４つの観光メニュー

が選ばれたという報告の中に、この４つという

ものは何なのかということになれば、いうとこ

ろの遠野ならではとなれば、遠野の夜神楽、そ

して、とどぶろくまつりといったものをうまく

連動できないだろうか。そうすれば魅力あるも

のにできないだろうかと。それから、どぶろく

もつくるというところを体験するような、その

ようなものを観光メニューに持ち込めないだろ

うか、いわゆる体感、体験・体感でございます

ね。それをあれする。 

 もう一方においては、遠野物語と縄文文化と

いう中で、今、縄文文化が様々注目を集めてお

ります。三内丸山、あるいは、一戸町の縄文遺

跡等も踏まえながら大変な世界遺産という中に

おいて、縄文遺跡というものは大変な脚光を浴

びているわけでございますから、新田遺跡のよ

うな、あのようなものもまさに縄文時代の貴重

な文化遺産としてあるわけでございますから、

その辺もやはり遠野ならではという部分につい

ては発信させる。そのような一つの取組も大事

じゃないかなと思っておりますし、それから、

遠野路を走り回るということになれば、マウン

テンバイクのようなものでもって、今、一つ御

朱印というものが一つのブームになっているこ

とを聞いておりますので、そういったものとう

まく連動させながら市内を周回するというよう

な、そのような中での新たな魅力づくりに持っ

ていけないだろうかというようなことが、いろ

いろ観光推進協議会等につきまして話し合われ

ているということでございますので、これを実

施し、そしてまたそれをしっかりとした環境整

備に持ち込むために、市としても全面的な応援

をしてまいりたいと。 

 それから、情報発信のほうについてはＷｉ─

Ｆｉ、これの情報発信も極めて大事であります。

もう11月16日に可決いただきました第６号補正

予算におきましても、Ｗｉ─Ｆｉの環境整備工

事や、第６号補正予算のほうにおきましても、

今般提案しておる施設の予算におきましても、

観光施設円滑運営事業費の拡充といったような

ものも予算として計上しているところでござい

ますので、明日からの予算等審査委員会におき

ましても御議論をいただきながら、受入れ体制
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の環境整備にも、まさにタイミングを失しない

形で対応してまいりたいというように考えてい

るとこでございますので、よろしくお願いを申

し上げたいと思っております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  今、いろいろな取組と

いいますか、体験・体感という言葉がありまし

た。綾織の新田遺跡にも触れられましたが、遠

野市は日本一古いと言われる金取遺跡も抱えて

おりますので、何とかそこら辺も加えていただ

けないものかというふうに、今、答弁を聞いて

感じました。 

 最後の質問になるかと思いますが、「永遠の

日本のふるさと遠野」は、荒川や寺沢高原の自

然豊かな高原とか農村風景、遠野物語やカッパ

伝説に代表される豊富な民話、神楽や鹿踊りな

ど伝統民族芸能も各地区に伝承されています。 

 さらには、ホップ・ワサビ・ジンギスカン・

どぶろく・地ビールなど、まだまだたくさんの

観光資源があります。これらを東北デスティ

ネーションキャンペーンに有効に活用するとと

もに、ふるさと村や伝承園、カッパ淵、めがね

橋等の観光施設はもちろんのこと、宿泊施設の

対応や接客が極めて大事な誘客につながると言

われています。 

 まだまだお客様に対する本市の宿泊施設の対

応や接客態度については、改善の余地があると

プロの方々は厳しい見方をされている方もいま

す。それらを含めてコロナ禍を乗り越え、東北

デスティネーションキャンペーンの成功に結び

つくよう、さらなる観光施策の充実をどのよう

に図っていくかについて、市長の見解をお尋ね

いたします。 

○議長（浅沼幸雄君）  本田市長。 

   〔市長本田敏秋君登壇〕 

○市長（本田敏秋君）  さらなる観光振興とい

うものをどのように図っていくのかという一つ

のお尋ねでありました。これは、文字どおり、

今、話がありましたとおり、いろんな地域資源

があるわけであります。これに磨きをかけ、魅

力を増すというのが、やはりある意味では遠野

は恵まれているという部分の中に我々も改めて

気がつかなければならないのかなというように

思っているところであります。 

 さらなる観光振興ということは、それに改め

て、今、持っているような様々なものに磨きを

かけるということになるんじゃないのかなと。 

 国が地方創生という追い風の中で、観光分野

の中でどのように帆を張るかと。これは、要す

るに帆をしっかり張らなければやはり前に進み

ません。そのような中での対応でありますけど

も、一つは、今、進んでおります議員各位の御

理解もいただきながら進めております、来年４

月には、道の駅遠野風の丘がリニューアルオー

プンをするということで、今、工事が進んでお

ります。これは、来年の４月オープンでありま

す。 

 また、これと同時に、それと同時に、これも

大変な議論を経てたどり着いた結論なわけであ

りますけども、従来のふるさと公社の経営とい

ったものからふるさと商社という新たな経営体

を構築いたしまして、ハード・ソフト両面での

風の丘の存在と魅力が向上されるような、その

ような環境が整いました。来年の４月にオープ

ンするわけであります。 

 このふるさと商社、その将来構想といたしま

して、遠野風の丘がゲートウェイの役目を果た

す。ゲートウェイの役目を果たすというのは、

これはいつでも思い出すわけでありますけども、

釜石自動車道が全通するというプロジェクトが

国から示されたときに、サービスエリアをどう

するという話になったときに、私、今でもその

言葉を忘れておりません。「いいよ、本田さん、

風の丘をサービスエリアにしましょう」これが

国の結論だったわけであります。 

 それは、なぜ、そういう結論を出してくれた

かとなれば、圧倒的な存在の中で、風の丘の存

在が市内外に発信されたと。それを支えた多く

の関係者がいたという部分がやはり背景にあっ

たわけでございますから、それが北海道・東北

唯一のモデル道の駅としての遠野風の丘といっ
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たものになり、それが、今度はデスティネーシ

ョンキャンペーンの中で復興10年という中にお

きまして、新たな魅力というものに、そのよう

な中でよみがえらすことができるという、この

タイミングをしっかりと踏まえなければならな

いのかなというように思っております。 

 これはやはり戦略をしっかり持たなければな

りません。「さらなる」ということは、そうい

うことになろうかと思っております。 

 それから、キリンビールとＪＲ東日本との三

者協定の中で、一次産業、いうところの六次産

業化という、そのようなものが観光資源に結び

つくのではないのかなと。ホップの里からビー

ルの里、収穫祭には１万2,000人もの方がＪＲ

グループの中と連携を図りながら呼び込んでき

ているという事実を、改めて私どももその中に

しっかりと受け止めなければならないのかなと

いうように思っておりますので、そのようなこ

とを踏まえた上でのやはりいろんな交流人口、

関係人口の拡大、あるいは、それの経済効果、

波及効果といったものに影響を与えるのではな

いのかなというように思っておりますから、こ

の辺の戦略的な組立てといったようなものをや

はり急がなければならないかというように思っ

ておりますので、事あるごとに関係者、あるい

は、市役所で言えば観光交流課、あるいは観光

推進協議会の事務局のほうに、私の立場からい

たしましてもしっかりと向き合おうじゃないか

というところで対応を求めているとこでありま

す。 

 さらには、釜石線が70周年ということになり

ました。今年70周年であったわけであります。

そういった中におきまして、広域的な観光振興

も大事でありますので、ＪＲ釜石線の沿線自治

体と構成しております「釜石線沿線広域エリア

活性化委員会」という組織がありますので、こ

ことの内部協議会もしっかりと行っていかなけ

ればならないんじゃないのかなというように思

っております。 

 さらには、市内の道の駅の話をさっき申し上

げました。沿岸と内陸の一つの結節点であると

いう地理的な状況を生かしながら、やはりそこ

でしっかりと受け止めながら、もう一方におい

ては、一般社団法人ふるさと公社として位置づ

けられておりますけども、伝承園、あるいは、

ふるさと村といったようなものの魅力もさらに

増していかなきゃならないのかなというように

思っておりますので、そのようなことを「第２

次観光アクションプラン」、そういったものに

今のようなところの教育旅行といったようなも

のの一つの受皿といったようなものについての

環境整備も、これはやはり収益性だけを問うわ

けじゃない。やはり、その中でのいろんな魅力

を、そしてまた例えばですけども、修学旅行で

遠野に来たという一つの思い出の中でいい思い

出持っておけば、その生徒諸君が例えば高校生

であれば、５年、10年たてば家族を持つという

ことになるわけです。 

 そうすると、家族を持って遠野に行こうかと

いうような、そのような流れにもつながってく

るというためには、中学生、高校生諸君にもし

っかりと遠野の魅力づくりをアプローチしなが

らインプットさせていくという部分が５年後、

10年後、それが成果として見えてくるというこ

とにもなろうかというように思っておりますの

で、そのようなことも意識しながらの仕掛け、

あるいは仕組み、仕掛け、それを行っていくと

いうことに一つの形になるんではないのかとい

うように思っておりますので、そのような認識

で関係機関との連携を深めてまいりたいと思っ

ております。 

○議長（浅沼幸雄君）  ９番瀧本孝一君。 

   〔９番瀧本孝一君登壇〕 

○９番（瀧本孝一君）  ぜひとも、この東北デ

スティネーションキャンペーンを成功させてい

ただきたいと思います。それが、観光業、旅館

業、市内の飲食業、そういった方々への大きな

支えになるのではないかなというふうにも思い

ます。 

 昨日からの一般質問で様々な議論が交わされ

ました。男女共同参画社会への質疑、学力向上

に関する質疑、本市の財政状況の将来を危惧す
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る質疑、箱物施策の質疑、そして、今日の質疑

と続きました。 

 政治は、行政は生き物です。日々刻々と変わ

る環境の中で、いかにいい道を探り、いかにい

い結果を出すことを念頭に行政は動いていると

思います。そのような中で、新型コロナウイル

ス感染症のような疫病が流行したり、予期せぬ

大災害が発生することもあります。 

 総合計画も財政健全化計画もあくまで目標で

あって、結果が必ず一致するとは限りません。

10年間、５年間、何の変化もなく毎日一定の条

件で続いていくのならば、数値目標の達成は可

能かもしれませんが、行政は生き物ですからそ

れは不可能です。議会も一緒になってどうすれ

ばいい方向に行くのかを議論することが極めて

大事であると私は思います。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（浅沼幸雄君）  これにて一般質問を終

了いたします。 

────────────────── 

   休会の議決 

○議長（浅沼幸雄君）  お諮りいたします。12

月９日及び10日の２日間は、委員会審査のため

休会いたしたいと思います。これに御異議あり

ませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（浅沼幸雄君）  御異議なしと認めます。 

 よって、12月９日及び10日の２日間は、休会

することに決しました。 

────────────────── 

   散  会   

○議長（浅沼幸雄君）  以上で、本日の日程は

全部終了いたしました。本日はこれにて散会い

たします。御苦労さまでした。 

   午後３時11分 散会   
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